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第１章 序論 

 

我が国の平均寿命は2008年度の推計によると、男性が79.3 歳、女性が86.１

歳であり、男女ともに世界最高水準である (厚生労働省 2008年簡易生命表)。 

高齢者の全人口に占める割合では22.4%と世界第１位であり、そのうち75歳以上

が10.5%を占めている (総務省統計局 2009年推計人口)。 

我が国の急速な高齢化に対処するために、厚生労働省は2000年に介護保険制

度を制定し、2006年からは高齢者の日常生活活動を維持し、機能低下を予防す

る新予防給付制度を制定している。しかしながら、2000年に218万人であった要

介護認定者は2008年で441万人となり約202%増加している。このように高齢化が

進んだ我が国では、要介護認定者が急増しており、高齢者であっても自立した

生活の維持が求められている。 

健康な高齢者でも突然、要介護に陥る要因に転倒・骨折がある。高齢者は転

倒・骨折によって、長期入院を余儀なくされ、要介護に陥る場合がある。高齢

者の転倒は毎年20%生じ、転倒による骨折は加齢とともに増加する (安村 1994; 

新野ら1995)。また骨折を生じない場合でも、転倒経験 (安村 1994; 芳賀 1997)
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はその後の再転倒への不安 (Binda et al. 2003; Hauck at al. 2008)から外

出が少なくなるなど身体活動量が減少し (Vellas et al. 1997; Tinetti ＆ 

Williams 1998)、要介護に進行する。 

転倒発生の報告によると、女性が男性よりも圧倒的に多い (芳賀 1997; 加納 

1997; 植木ら 2003; 鈴木 2006)。転倒恐怖および転倒恐怖感のために外出を控

える割合は男性で59.7%、女性で83.1%であり、女性に多い (金ら 2003)。これ

らのことより、要介護認定者はもとより、地域在住の女性高齢者を対象とした

転倒および転倒恐怖感を取り除く施策が求められている。 

転倒および転倒不安と関連する予測因子として、バランス能力の低下が挙げ

られている(Rubeinstein et al. 1988; Graafmans et al. 1996; Rubeinstein & 

Josephson; 2002; Stalenhoef et al. 2002)。要介護の身体的要因に着目した

疫学的研究によれば、バランス能力障害は第2位に位置し、相対的な危険率は2.6

から2.9倍、再転倒の危険率は5.0倍に増大する (Graafmans et al. 1996; 

Rubenstein & Josephson 2002)。また再転倒と関連する予測因子を明らかにし

た研究でも、性、年齢、転倒回数、精神機能、筋力、バランス能力のうち、バ

ランス能力が3.9倍と最も強い予測因子であると報告している(Stalenhoef et 
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al. 2002)。さらに、バランス能力の低下は、たとえ転倒を生じない場合でも転

倒に対する恐怖や不安を生じる (Vellas et al. 1997; Legters et al. 2002; 

Binda et al. 2003; Hauck et al. 2008)。 

バランス能力は立位姿勢を静的に保持するだけでなく、書棚の本を取るなど

立位姿勢を保持しながら目的動作を行う、歩行等の日常生活場面で要求される。

いわば、バランス能力は若年者や高齢者を問わず、生涯の大部分で必要な能力

であるといえる。このような背景から、数多くのバランステストが開発されて

いる。その中で、バランス能力は静的バランス能力、動的バランス能力に分け

られると言われている。言い換えると、バランス能力は静的バランス能力、動

的バランス能力の下位構造を持つ、いわゆるバランス能力の因子構造の存在を

伺わせている。静的バランス能力は静止した立位姿勢を保持する能力、動的バ

ランス能力は身体を随意的に移動させた時の立位姿勢を保持する能力と定義し

ている。しかしながら、数多くのバランステストから実証的にバランス能力の

因子構造を明らかにした研究は少ない。このために、片足立ちは静的バランス

能力を評価すると主張する研究がある一方、片足立ちは動的バランス能力を評

価すると主張する研究がある。同様のことはfunctional reachでもみられる。
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また、研究の対象者は老人ホームに入所している、あるいは障害を有する、虚

弱などであり、要介護を受けていない地域在住の高齢者を対象にした研究は少

ない。要介護者を減少させるという予防的観点から地域在住高齢者を対象とす

る必要性がある。特に女性は要介護に陥りやすく、転倒しやすいために、女性

を対象とする意義がある。 

地域在住高齢者のバランス能力の因子構造が明らかになると、多数のバラン

ステストを縮約することができ、かつ包括的なバランス能力の評価が実現でき

る。またバランス能力の因子構造によって、バランス能力の個人差を反映する

バランス能力を明らかにすることができる。さらに、運動介入の効果をバラン

ス能力の因子構造によって評価することで、改善するバランス能力の詳細を把

握することが可能となり、ひいては転倒を予防する運動の立案が期待される。 

以上より、本研究では地域在住高齢者を対象としたバランス能力の因子構造

に及ぼす加齢と運動介入の影響について明らかにする。このために、高齢者と

若年者に共通するバランス能力の因子を抽出する (第４章)。次に、抽出された

バランス能力の因子を用いて、高齢者と若年者を対象にバランス能力の因子構
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造における加齢の特徴を明らかにする (第５章)。これらの結果を踏まえて、運

動介入によるバランス能力の改善を明らかにする (第６章)。 
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第２章 研究小史 

 

第１節 バランス能力 

 

バランス能力は支持基底面内に重心を維持し、立位姿勢を安定させる能力で

ある (Murray et al. 1975)。バランス能力は日常生活の中で静的に立位姿勢を

保つだけではなく、書棚の本を取るなど立位姿勢を維持しながら目的動作を行

う、歩行など多様な状況で用いられている。このために、バランス能力を評価

するために、さまざまな運動課題が設定されている(Sheldon 1963; Nashner et 

al. 1976; Bohannon et al. 1986; Duncan et al. 1990; Podsiadlo ＆ Richardson 

1991)。 

 Gentile (1987)は動作を起こす時の課題目標と環境にもとづいて運動課題を

分類した (図 2)。Gentile の分類法では、身体移動の有無、開運動課題と閉運

動課題、上肢による物品操作から成り立っている。身体移動の有無では立位姿

勢の保持と身体移動に分けられる。開運動課題では、予測不可能な環境で遂行

される運動課題である。例えば立位姿勢を維持している時に、後ろから突然押 
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されるような課題である。閉運動課題は、反対に予測可能な環境で遂行される

運動課題であり、立位姿勢を静かに維持する課題である。上肢による物品 

操作では、手を使って物品を操作する場合と操作しない場合を比較する。たと

えば、水が一杯入ったコップを持って歩行する場合とコップを持たない歩行で

ある。しかし、本研究のバランス能力は上肢による物品操作がない場合と限定

しているので、上肢による物品操作は取り上げない。 

このように、本研究では Gentileの考えにもとづいた運動課題、すなわち、バ

ランステストを用いる。 

 

第２節 バランス能力の加齢変化 

 

バランス能力を評価するためのバランステストについて、Horak (1997)は目

的別に、課題遂行型の機能テスト、重心動揺などの定量的な機能テスト、両者

を合わせたシステム理論に基づく機能テストに分類されるとして、様々なテス

トを紹介している。課題遂行型の機能テストでは Berg balance scale、

Performance-oriented mobility assessment、定量的な機能テストでは片足立
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ち、functional reach、timed up and go、歩行、継ぎ足歩行、システム理論に

基づく機能テストでは EquiTestが用いられている。本研究では、これらのテス

トについて概説する。 

 

第1項 バランステストに関する研究 

①重心動揺 

重心動揺は足圧中心の移動を記録する重心動揺計を用いて評価する (Murray 

et al. 1975)。 重心動揺はテスト－再テストで0.71から0.95の相関があり 

(Bauer et al 2008; Lafond et al. 2004)、信頼性があるといえる。 

 重心動揺は加齢によって増加し、特に閉眼時の重心動揺が大きい 

(Sheldon 1963; Overstall et al. 1977; 橋詰ら 1986; 伊東ら  1990; Du 

Pasquier et al. 2003)。例えば、Sheldon (1963) は 65-80 歳以上を対象に動

揺面積を測定し、20-29 歳を 100％ すると、60-69 歳で 160%、70-79 歳では 183%

であり、60 歳から約 1.6 倍に動揺は増加すると報告している。Murray et al. 

(1975) は 30 秒間の重心動揺は 10-30 歳で 27.2cm 、31 歳-50 歳で 28.2cm、

51 歳から 70 歳で 33.0cm であり、加齢による増加を報告している。横断的研
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究でも、30 秒間の重心動揺は年齢と 0.98 以上の有意な正の相関を認め、平均

2.2 年後の動揺速度は平均 0.66cm/s から平均 0.75cm/s に増加する報告がある 

(Du Pasquier et al. 2003)。また開眼と閉眼の重心動揺における加齢変化では、

22-95 歳を対象に開眼および閉眼の安静立位保持を 20秒間行い、開眼と閉眼の

重心動揺は 22-39 歳で 21.5cm と 37.5cm、 60-69 歳で 25.6cm と 44.8cm、70-79

歳で 35.2cm と 66.6cm であり、閉眼時の重心動揺は加齢によって増加すると報

告している(橋詰ら 1986)。 

 重心動揺は女性が男性よりも大きく動揺する (Overstall et al. 1977; 

Panzer et al. 1995)。Overstall et al. (1977)は男女の重心動揺を測定し、

女性は男性よりも重心動揺が大きく、バランス能力の低下の他に眩暈や躓き等

の多数の転倒発生状況と関連すると報告している。Panzer et al. (1995)は、

21-77歳の男女の重心動揺は男性が 191mm、女性が 200mmであり、男性よりも女

性の重心動揺は大きい傾向であると報告している。 

 加齢による重心動揺の低下は転倒および転倒不安と関連する (Overstall et 

al. 1977; Thapa et al. 1996; Okada et al. 2001; Stalenhoef et al. 2002)。

Okada et al. (2001)は転倒不安のない高齢者の重心動揺を 100％にすると、転
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倒不安のある高齢者は重心動揺が 129%に増大すると報告している。Stalenhoef 

et al. (2002)は再転倒と関連する予測因子を探索したところ、性、年齢、転倒

回数、精神機能、筋力、重心動揺のうち、重心動揺が 3.9 倍と最も重要である

と報告している。 

 以上より、重心動揺は信頼性が検証され、加齢、性差、転倒および転倒不安

による妥当性が検証されているバランステストである。 

 

② 片足立ち 

片足立ちは片足で立位を保持する時間を評価する (Bohannon et al. 1984)。 

片足立ちはテスト－再テストで0.69から0.75の相関があり (Giorgetti et al. 

1998; Curb et al. 2006)、信頼性がある。片足立ちは研究によって静的バラン

ス能力(Islam et al. 2004)、あるいは動的バランス能力(Gawron et al. 2002)

の評価指標に用いられている。 

片足立ちの保持時間は、加齢とともに低下する (Bohannon et al. 1984; 橋

詰ら 1986; 小田と岡本 1989; Browne et al. 2002)。Bohannon et al. (1984) 

は20-79歳の対象者に片足立ちを行い、片足立ち時間が30秒未満である相対的な
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割合は50-59歳で6%であるが、60-69歳では57%、70-79歳で90%低下し、年齢と保

持時間に有意な相関を認めると報告している。橋詰ら (1986)は、22-95歳の対

象者に立位姿勢の重心動揺と開眼片足立ちを比較し、開眼片足立ちは60歳まで

は15秒以上が可能であるが、70歳代から15秒の保持が持困難となり、80歳代で

は約半数が5秒以下の保持時間であると報告している。1000人規模の高齢者を対

象に片足立ちを測定した横断的研究でも、20歳代で55.7秒、30歳代で41.0秒、

40歳代で34.9秒、50歳台で20.2秒、60歳代で8.3秒であり、加齢による低下を報

告している (小田と岡本 1989)。 

 片足立ちの保持時間は女性が男性よりも短い (小田と岡本 1989; 古名ら 

1995; 藤澤ら 2005)。小田と岡本 (1989)は開眼片足立ち時間 (最大60秒)では

20歳代の男性で56.7秒、女性で55.7秒、60歳代の男性で17.8秒、女性で8.3秒で

あり、低下率は男女それぞれ69%と85%であると報告している。古名ら (1995)は

2つの地域に在住する65-74歳と75歳以上を対象に開眼片足立ちを測定し、65-69 

歳の男性で48.4 秒、女性で38.8 秒、70-74 歳の男性で37.4 秒、女性で31.5 秒

であり、いずれの年齢でも女性は男性よりも有意に片足立ち保持時間が短いと

報告している。藤澤ら (2005)は971人の在宅高齢者を対象に片足立ちを測定し、
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男性の場合、70-74歳で21.0秒、75-79歳で17.3秒、80-84歳で11.2秒であるのに

対して、女性では70-74 歳で18.3 秒、75-79 歳で14.8秒、80-84 歳で8.9 秒で

あり、いずれの年齢群でも女性は男性よりも保持時間が短いと報告している。 

 加齢による片足立ちの低下は転倒および転倒不安と関連する（Hurvitz et al. 

2000; Okada et al. 2001; Thomas & Lane 2005）。Hurvitz et al. (2000)は、

転倒歴があると、片足立ち保持時間は9.6秒、非転倒者は31.3秒であり、全体の

34.0%は45秒以上の保持が可能であったことから、30秒間片足立ちの可否が転倒

予測に有用であるとしている。また転倒不安のある高齢者でも片足立ち保持時

間が短いと報告されている (Okada et al. 2001)。Thomas & Lane (2005)は片

足立ちの成績は虚弱な転倒者で0.43秒、非転倒者で2.71秒であり、虚弱な転倒

経験者は有意に片足立ち保持時間の短縮が指摘されている。 

 以上より、片足立ちは信頼性が検証され、加齢、性差、転倒および転倒不安

による妥当性が検証されたバランステストである。 

 

 ③functional reach 

 functional reachは立位姿勢で足部を動かさずに、できるだけ前方に手を伸

ばした際の到達距離を測定する (Duncan et al. 1990)。functional reach は
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テスト－再テストで0.81から0.92の相関があり (Duncan et al.1990; 1992)、

信頼性があるといえる。functional reachは研究によって、静的バランス能力 

(Shimada & Uchiyama 2003)あるいは動的バランス能力 (Seidler & Martin 1997)

の評価指標として用いられている。 

加齢によってfunctional reach の成績は低下する (Duncan et al. 1990; 

Weiner et al. 1992; 中村ら 2006; 對馬 ら 2006; Aslan et al. 2008)。Duncan 

et al. (1990)はfunctional reachの成績は20-40 歳の女性を100%にすると、

41-69歳で94.6%、70-87歳で72.0%に低下すると報告している。中村ら (2006)は

20-40歳の若者と61-85歳の地域高齢者のfunctional reachを比較し、37cmと28cm

であり、高齢者では年齢と-0.59の負の相関を認めることから、加齢による低下

を報告している。對馬ら (2006)の8-85歳を対象にfunctional reachを測定した

横断的研究でも、40 歳代後半から低下を続け、50 歳代で33cm、60歳代で31cm、

70 歳代以降は28cmまで低下するとし、functional reach と年齢の予測式を報

告している。 

 functional reach の成績は、女性の方が男性より低下する (對馬ら 2006; 

Aslan et al. 2008)。對馬ら (2006) は男性で青壮年期をピークとして60 歳以
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降に放物線上に低下するが、女性では青年期をピークとして直線的に低下する

ことから、男性よりも女性で加齢による低下が大きいと報告している。Aslan et 

al. (2008) は50-75名の地域高齢者を対象にfunctional reach を測定し、50-64

歳では男性で22.2cm、女性で20.9cm、65-75 歳では男性で19.1cm、女性で16.3cm 

であり、女性の成績は男性より低いと報告している。 

 加齢によるfunctional reachの低下は転倒および転倒不安や生活機能と関連

する (Duncan et al. 1992; 衣笠ら 2005; Aslan et al. 2008)。Aslan et al. 

(2008)は、転倒あり群と転倒なし群の成績はそれぞれ18.9cmと14.8cmであり、

転倒あり群の方が有意にfunctional reachの成績が低下すると報告している。

Duncan et al. (1992) は70歳以上の地域高齢者を対象にfunctional reachを測

定し、1回の転倒者よりも複数回の転倒者でfunctional reachの成績は低下し、

25.4cmを境界値とする場合の転倒の危険率は8.07倍であると報告している。こ

の他に、functional reachの成績は老研式活動能力指標満点者と非満点者を分

けることができると報告されている (衣笠ら 2005)。 

 以上より、functional reachは信頼性が検証され、加齢、転倒および転倒不

安、生活機能による妥当性が検証されたバランステストである。 
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④ timed up and go 

 timed up and goは起立・歩行し、3m地点を回って、元の座位姿勢に戻るまで

の時間を測定する (Podsiadlo & Richardson 1991)。 

 timed up and goはテスト－ 再テストで0.95から0.99の相関があり 

(Podsiadlo ＆ Richardson 1991; Hughes et al. 1998; Shumway-Cook et al. 

2000)、信頼性がある。 

 加齢によってtimed up and goの遂行時間は延長する (Steffen et al. 2002; 

藤澤ら 2005; Aslan et al. 2008; 中谷ら 2008)。Steffen (2002)は65-89歳ま

での地域高齢者を対象にtimed up and goは、60-69歳で8.0秒、70-79歳で9.0秒、

80-89歳で10.5秒であり、男女比を統制しても加齢による遂行時間の延長がみら

れると報告している。藤澤ら (2005)の70-84 歳の在宅高齢者を対象にtimed up 

and goを測定し、70-74歳で10.3秒、75-79歳で11.5秒、80-84歳で13.2秒であり、

遂行時間は延長すると報告している。中谷ら (2008)の60歳以上の在宅高齢者

1317名を対象にした大規模な横断的研究でも、60-64歳を100%とした場合、70-74

歳で10.0%、75-79歳で16.7%、80-89歳で17.2%であり、遂行時間は延長すると報

告している。 
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 timed up and goの遂行時間は、女性の方が男性よりも延長する (藤澤ら 2005; 

島田ら 2006a; Aslan et al. 2008)。藤澤ら (2005)は地域高齢者の男女を対象

にtimed up and goを測定し、70-74歳で9.8秒と10.3秒、75-79 歳で10.8秒と11.5

秒、80-84 歳で11.１秒と13.2秒であり、女性の方が遂行時間は延長すると報告

している。同様の結果は、島田ら (2006a)による65-95歳の地域高齢者の男女を

対象にした研究でも報告されている。 

 timed up and goの成績は転倒と関連する (Newton et al. 1997; Thomas et al. 

2005; Whiteney et al. 2005)。Newton et al. (1997)は61歳以上の地域高齢者

251名を対象にtimed up and goを含めた5種類のバランステストと外出頻度およ

び転倒不安の関連を重回帰分析を行ったところ、timed up and goが最も転倒不

安と関連するテストであると報告している。Thomas et al. (2005)は65歳以上

の高齢者30名を対象に、timed up and goは32.6秒を境界値とした場合に、転倒

の危険率が11.5倍に増大すると報告している。Whitney et al. (2005)は、63-95 

歳の男女を対象にtimed up and goを含めたバランステスト、認知課題、等尺性

膝伸展力と転倒との関係を重回帰分析で検討し、timed up and goが最も転倒予

測に関係する項目であると報告している。 
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 また、この他にtimed up and goは生活機能 (Podsiadlo ＆ Richardson 1991)

と関連する報告がある。Podsiadlo ＆ Richardson (1991)は60-90 歳の高齢者

を対象にtimed up and goを測定し、10秒未満ではすべて自立、20秒以内では大

半は自立した生活が可能、30秒以上では大半で介助が必要であると報告してい

る。 

 以上より、timed up and goは信頼性が検証され、加齢、転倒および転倒不安、

生活機能による妥当性が検証されたバランステストである。 

 

⑤ 歩行 

 歩行はテスト－ 再テストで0.75から0.89の相関があり(衣笠ら 1994; 杉浦

ら1998)、信頼性の高いテストである。 

 歩行速度、歩幅、歩行率はいずれも加齢に伴って低下することが報告されて

いる。(伊藤ら 1990; 衣笠ら 1994; 古名ら 1995; 金ら 2000 ; Steffen et al. 

2002; 田井中ら 2004)。伊東 (1990)は、22-79歳の男性を対象に最大速度歩行

と加齢の影響を明らかにし、歩行速度と-0.74、歩幅と-0.28、歩行率と-0.77と

いずれも年齢と負の相関があると報告している。Steffen et al.(2002)は地域
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高齢者に通常速度および最大速度の歩行速度を測定し、女性の通常速度歩行の

歩行速度は60-69歳で1.44m/s、70-79歳で1.33m/s、80-89歳で1.15m/s、最大速

度歩行の歩行速度は60-69歳で1.87m/s、70-79歳で1.71m/s、80-89歳で1.59m/s 

であり、加齢による歩行速度の低下を報告している。また加齢による歩行速度、

歩幅、歩行率の低下は横断的あるいは縦断的な研究でも明らかにされている 

(金ら 2000; 田井中ら 2004)。金ら (2000)は20-84歳の女性高齢者を対象に通

常速度歩行を測定し、20-39歳を100%とすると、歩行速度は60歳代から低下し、

60-69歳で15.1%、70-74歳で20.6%、75歳以上では29.3%低下し、歩幅では60-64

歳で9%、70-74歳で17.5%、75歳以上では17.9%低下すると報告している。田井中

ら(2004)は高齢者の歩行能力を2.5年間追跡調査し、通常速度で0.86m/s

から0.79m/sに、最大歩行速度で1.22m/sから1.05m/sに低下し、低下率

はそれぞれ11.1%と16.1%であり、いずれも有意な加齢による低下を報告

している。 

 歩行に関する性差について、歩行速度、歩幅、歩行率は女性が男性よりも低

値を示す (杉浦ら 1998; 藤澤ら 2005)。杉浦ら (1998)は4年間の歩行の追跡調

査を行い、通常歩行は男性で4.8%、女性で5.2%、最大歩行は男性で8.4%、女性
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で9.8%といずれも男性に比べて女性の低下率が大きいと報告している。藤澤ら 

(2005)は971人の在宅高齢者を対象に通常速度歩行および最大速度歩行を測定

し、男性と女性の通常速度歩行は歩行速度で1.27m/s と1.19m/s、歩幅で0.64m 

と0.58m、歩行率で119.1steps/min と123.0steps/min であり、男女の相違を報

告している。また最大速度歩行においても、男性と女性の歩行速度は1.68m/s と

1.51m/s、歩幅で0.73m と0.63m、歩行率で137.5steps/minと142.5steps/min で

あり、通常速度歩行と同様の結果であると報告している。 

 加齢による歩行能力の低下は転倒および転倒不安とも関連することが報告さ

れている (Maki 1997; Hausdorff et al. 2001)。Maki (1997)は高齢者の歩行

と転倒の関連を明らかにし、転倒の危険率は歩幅の低下で2.0倍、歩行速度の低

下で1.7倍にそれぞれ増大すると報告している。Hausdorff et al. (2001)は通

院する高齢者42名を対象に、1年間の転倒経験の有無による歩行能力の比較を行

い、転倒経験を有する高齢者は歩行速度および歩幅のバラつきが大きく、転倒

の危険率は2.1倍から5.3倍に増加し、さらに転倒までの時間予測も6.0倍から

9.5倍早く生じると報告している。 

また、この他に歩行は生活機能と関連することが報告されている (Potter et al. 
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1995; 杉浦 1998; 田井中 2004; 島田 2006a)。Potter et al. (1995) は歩行

と ADLの自立度の関係を明らかにし、通常速度歩行の速度で 0.25m/s未満の高

齢者で自立しているのは 36%であり、0.35-0.55m/sの高齢者は 72.1%が自立して

いると報告している。島田 (2006a)は通常歩行速度の低下が社会活動への参加

と主観的な健康感を 7.8倍と 20.9倍低下させ、最大歩行速度の低下は趣味を 3.2

倍低下させると報告している。また最大速度歩行は 4年後の死亡と ADL 低下の

強い予測因子であるとしている（杉浦ら 1998）。地域高齢者の 2.5年後の歩行

能力を調査した別の縦断的な研究でも、通常速度歩行の歩行速度で 0.86m/s か

ら 0.79m/sに、最大速度歩行の歩行速度で 1.22m/sから 1.05m/sに低下し、低

下率はそれぞれ 11.14%と 16.07%であったと報告している (田井中ら 2004)。   

以上より、歩行は信頼性が確認されており、加齢、性差、転倒および転倒不

安、生活機能による妥当性が検証されたテストである。 

 

⑥EquiTest 

 EquiTestは Nashner et al. (1976)によって開発されたコンピュータを用い

たバランステストである。EquiTestでは視覚の遮断を用いた静的な重心動揺を
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評価するだけではなく、重心動揺と直接連動して前景板や床面を回転させるな

どの視覚や体性感覚に外乱を加えることにより、立位姿勢の安定性を評価する。

また、起立台を移動させる外乱時の応答潜時を評価することができる。 

 EquiTestはテスト-再テストで0.67から0.70の相関があり、信頼性の高いこと

が報告されている (Forth et al. 2007; Wrisley et al. 2007)。 

加齢によって、高齢者では EquiTestの成績が低下する (Cohen et al. 1996; 

Camicioli et al. 1997; 猪飼ら 2002; Speers et al. 2002; Forth et al. 2007)。

Cohen et al.(1996)は18-89歳の男女を年齢階級で4群に分類し、 EquiTestによ

る感覚情報に外乱を与えた時の反応を測定した。その結果、45-69歳、70-79歳、

80-89歳はいずれも18-44歳と比較してEquiTestの成績が加齢とともに低下し、

EquiTest中の転倒率も、加齢とともに増加すると報告している。Camicioli et al. 

(1997)は66-102歳の高齢者を対象にEquiTestを用いて感覚情報に外乱を与えた

時の姿勢応答を測定し、EquiTestの成績は年齢と0.46の有意な負の相関を認め

ることから、加齢による低下を報告している。猪飼ら (2002)は45-55歳の中年

者と65-75歳の高齢者を対象にした外乱時の応答潜時が125.0msと132.0msであ

り、高齢者は中年者よりも応答潜時が遅延すると報告している。また、20-80 歳
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を対象にEquiTestによる感覚情報に外乱を与える課題を測定した横断的研究で

も、EquiTestの成績はすべての課題で加齢変化がみられ、特に高齢者では視覚

と体性感覚に外乱を与える課題で成績が低いと報告している (Forth et al. 

2007)。 

 EquiTestの成績は転倒と関連することが報告されている（Judge1995;Vouriot 

2004)。Judge et al. (1995)は80歳を対象に感覚情報に外乱を加える課題と転

倒の関連を明らかにし、視覚あるいは体性感覚の単独に外乱を加える課題では

転倒しないが、視覚と体性感覚の両者に外乱を加える課題では3.3倍から5.0倍

以上に増大し、高齢者の感覚系と転倒の関連を指摘している。Vouriot et al. 

(2004)は台の後方外乱を与えた時の応答潜時は、転倒歴がないと130.9ms、転倒

歴があると144.4msに応答潜時は遅延し、課題中の転倒回数は他のバランステス

トの結果と相関すると報告している。 

 以上より、EquiTestは信頼性が検証され、加齢、性差、転倒による妥当性が

検証されているバランステストである。 
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⑦Berg balance scale 

座位、立位の姿勢保持、立ちあがり動作などの代表的な日常性活動作からな

る 14項目の課題に対し、それぞれに 0-4点と得点化し、合計点で評価する (Berg 

et al. 1992)。Berg balance scale はテスト－再テストで 0.92 から 0.98 の相

関があり (Berg et al. 1992; Blum & Korner-Bitensky 2008)、信頼性がある

テストである。 

Berg balance scale の加齢変化を明らかにした報告は少ない (Newton 1997; 

臼田ら 1998; Steffen et al. 2002)。Newton (1997)は地域高齢者 247名を対象

に Berg balance scale を測定し、最頻値は 53 点であると報告している。臼田

ら (1998)は 60歳-85歳の地域在住高齢者 71 名を対象に Berg balance scaleを

用いて加齢変化を明らかにした。その結果、60-64歳で 55.7点、65-69歳で 55.7

点、70-74 歳で 55.0 点、75-79 歳で 53.4 点、80-85 歳で 53.2 点であり、75 歳

以降から有意に低下すると報告している。Steffen et al. (2002)は 60-89歳の

地域在住高齢者を対象に Berg balance scaleを測定し、60-69歳で 55点、70-79

歳で 54点、80-89歳で 52点であり、加齢によって低下傾向にあると報告してい

る。 
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これらのことより、Berg balance scale は加齢変化のみられるテストである

が、地域在住高齢者では満点に近いため、個人差を反映するテストとは言えな

い。 

 Berg balance scaleの性差について、Steffen et al. (2002)は 60-89歳の

高齢者の男女を測定し、男性と女性は 60-69 歳でいずれも 55点、70-79歳で 54

点と 53 点、80-89 歳で 52 点と 51 点であり、女性の方がわずかに低いと報告し

ている。一方、95-103歳の男女を対象にした Von Heideken et al. (2009)の報

告では、全体的に年齢階級別の合計点は平均 45点であり、男性よりも女性で加

齢による低下率は大きいと報告している。 

 このように、Berg balance scale は性差を明確に見分けることができるテス

トである。 

Berg balance scale は転倒および転倒不安と関連する報告が多い (Bogle 

Thorbahn & Newton 1996; Shumway-Cook et al. 1997; Muir et al. 2008)。Bogle 

Thorbahn & Newton (1996)は 69-94歳の施設入所者を対象に Berg balance scale

と転倒回数の関連を明らかにし、45 点未満になると転倒者の割合が有意に増加

すると報告している。同様の結果は、1000 人規模の標本から前向きに行った研
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究でも報告されている。Muir et al. (2008)は高齢者をテスト結果で 4 群に分

類し、1 年間の転倒回数を追跡調査した。その結果、転倒者および転倒回数は

45点を境界値にして、いずれも有意に増加するとしている。Shumway-Cook et al. 

(1997) は地域在住の高齢者を対象に Berg balance scaleを測定し、54-56点の

範囲で 1 点下がるごとに転倒危険は 3-4%上昇し、46-54 点の範囲で 1 点下がる

ごとに転倒危険は 6-8%上昇すると報告している。またこの他に、Berg balance 

scaleは生活機能(Bogle Thorbahn & Newton 1996) や移動能力(Berg et al. 1992) 

と関連する報告がある。 

 以上より、Berg balance scale は信頼性と、加齢、転倒および転倒不安によ

る妥当性が検証されたバランステストである。但し、地域在住の高齢者よりも

施設入所者に適用できるテストであるといえる。 

 

⑧Performance-oriented mobility assessment 

バランス項目(16点)と歩行項目(12点)で構成され、動作時の安全性や安定性

の程度により、0-1点、または 2点と得点化し、合計点を用いる (Tinetti 1986a)。 

Performance-oriented mobility assessment はテスト－再テストで 0.96から
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0.97の相関があり (Tinetti 1986a; Mecagni et al. 2000)、信頼性があるとい

える。本テストは Berg balance scaleと比較し、わが国であまり用いられてい

ない現状にある (Raiche 2000; Morita et al 2001; Lin 2004)。 

Performance-oriented mobility assessmentの加齢変化や性差を明らかにし

た研究は数少ない。Manckoundia et al. (2008)は高齢者の Performance-oriented 

mobility assessmentと年齢の関係を 2年間追跡調査した。その結果、65歳の

合計点を基準にした場合、65-70歳では 2.7 倍、70歳以上では 5.2倍に低下す

ると報告している。また、この報告によれば、女性は男性よりも得点が 3.7倍

低下しやすいと報告している。Performance-oriented mobility assessmentは

転倒および転倒不安と関連する (Tinetti et al 1986b; Tinetti ＆ Ginter 

1988; Di Fabio & Seay 1997)。Tinetti ＆ Ginter (1988)は虚弱高齢者を対象

に Performance-oriented mobility assessmentの合計点と転倒危険の関連を明

らかにし、19点未満は転倒の危険が極めて高く、19-24点の範囲は中等度の転

倒危険があると報告している。Tinetti et al. (1986b)は虚弱高齢者を対象に

Performance-oriented mobility assessmentの下位項目と転倒の関連を明らか

にし、転倒危険が高まる境界値はバランス項目で 10点、歩行項目は 9点である
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と報告している。 Di Fabio & Seay (1997)は 60-92歳の虚弱高齢者を対象に

Performance-oriented mobility assessmentと転倒不安の関連を明らかにし、

テストの合計点は転倒不安と-0.69の負の相関を認めると報告している。この他

に、Performance-oriented mobility assessmentは移動能力(Tinetti ＆ Ginter 

1988) や筋力 (Di Fabio & Seay 1997)との関連も報告されている。 

 以上より、Performance-oriented mobility assessmentは信頼性と妥当性が

検証されたバランステストであるが、我が国ではあまり使用されていないテス

トである。また対象は虚弱高齢者や疾患を有した者が多いテストである。 

 

⑧継ぎ足歩行 

継ぎ足歩行は床面に引いた直線上を一側の爪先に対側の踵を接触させながら

歩行する。継ぎ足歩行の評価には 2 つの方法がある。第１の方法は一定距離、

あるいは一定歩数の継ぎ足歩行の可否により評価する。例えば、4歩の継ぎ足歩

行の可否により評価する方法 (Dargent et al. 1996; 岡田ら 2001)、あるいは

2.5m の継ぎ足歩行に要した歩数により評価する方法がある (Fregly et al. 

1973; 上岡ら 2001)。第 2 の方法は、一定距離の所要時間や直線上から逸脱し
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た数により評価する。例えば、2m や約 6.1m の継ぎ足歩行の所要時間 

(Kerschan-Schindl et al. 2001; Nelson et al. 2004)、逸脱の数や有無（Liu 

et al. 2005; Speers et al. 1998) により評価する。この他に平均台上で継ぎ

足歩行を行う方法がある (北畑ら 2003)。 

このように、継ぎ足歩行を評価する場合、評価方法は複数あり、評価方法の

信頼性を検討した研究は少ない (下井と谷 2008)。 

 継ぎ足歩行は加齢によって低下する (Fregly et al. 1973; Speers et al. 

1998; Schrager et al. 2008)。Fregly et al. (1973)は 16-60 歳 1000 人を対

象に継ぎ足歩行に要する歩数を計測し、年齢と 0.3 の負の相関を認めると報告

している。Speers et al. (1998)は、若年者と高齢者を対象に継ぎ足歩行に要

する歩数と完遂率を比較した。この研究では歩行路の幅を 15cmから 2.5cmまで

2.5cm刻み、歩行様式を制約なし条件とつま先－踵接地をする制約あり条件、歩

行路の長さを 4.9mと 2.5m、開眼および閉眼の条件を組み合わせて詳細に測定し

ている。その結果、高齢者は若年者よりも歩数は多く、歩行路の幅に対する歩

数の変化も高齢者で大きいが、完遂率は若年者と変わらないことから、継ぎ足

歩行は遂行の可否で評価すべきであると結論づけている。Schrager et al. 
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(2008)は 54-92 歳の高齢者を対象に継ぎ足歩行を行い、動作解析装置を用いて

歩幅、歩行速度、歩隔、重心位置を解析した。その結果、歩行速度、歩幅、重

心の動揺速度、重心の動揺範囲は加齢によっていずれも有意に低下すると報告

している。 

 継ぎ足歩行は転倒と関連が報告されている (Berkman et al. 1993; 浅井ら 

2007)。浅井ら (2007)は過去 1 年間の転倒経験で非転倒群と転倒群に分類して

比較したところ、10mの歩数は非転倒群で 8.1歩、転倒群で 5.1歩と有意に少な

いと報告している。Berkman et al. (1993)は高齢者を生活機能の水準から 3群

に分類し、通常速度の継ぎ足歩行に要する歩数を測定した。その結果、高生活

機能群で 7.4 歩、中生活機能群で 5.9 歩、低生活機能群で 5.0 歩であり、生活

機能が低い高齢者で有意な歩数の減少を報告している。 

 以上より、継ぎ足歩行は加齢、転倒、生活機能による妥当性が検証されたテ

ストである。しかしながら、現在までに統一された評価方法や信頼性の検証は

行われていないテストである。 

⑨最大一歩幅 

最大一歩幅は両脚を揃えた立位姿勢から最大努力で片方の脚を前に踏み出し



 32 

た時の最大到達距離を測定するテストであり (武藤 1997)、わが国を中心に用

いられている (武藤 1997; 岡田ら 2001; 古西ら 2002; 上岡ら 2003)。この他

に、多方向に対する最大一歩幅 (Cho et al. 2004)や最大一歩幅の自己予測値

と実測値との誤差 (村田ら 2005)で測定する方法も存在する。 

最大一歩幅は加齢による低下が報告されている (岡田ら 2001; 古西ら 

2003)。 岡田ら (2001)は地域在住の高齢者 572名を対象に最大一歩幅を測定し、

65-69歳で 97.2cm、70-74歳で 93.1cm、75-79歳で 84.0cm、85歳以上で 67.3cm

と加齢による低下を報告している。古西ら (2003)は地域在住の高齢者 136名を

対象に最大一歩幅を測定し、60-64歳で 99.3cm、65-69歳で 98.9cm、70-74歳で

87.4cm、75-84歳で 85.3cmであり、年齢と‐0.43の負の相関を認めると報告し

ている。 

最大一歩幅の性差について、男性と女性は 65-69歳で 111.7cmと 97.2cm、70-74

歳で107.6cmと93.1cm、75-79歳で99.6cmと84.0cm、85歳以上で77.9cmと67.3cm

であり、男性が女性よりも全体的に大きいと報告している (岡田ら 2001)。こ

れらのことより、おおよそ 75歳以上から低下し、男性が女性よりも最大一歩幅

は大きい。 
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最大一歩幅は転倒と関連する報告がある (上岡ら 2003; Cho et al. 2004)。

上岡ら (2003) は転倒恐怖感の有無で最大一歩幅を比較し、恐怖あり群で

112.4cm、恐怖なし群で 120.0cmであり、転倒恐怖のある高齢者は最大一歩幅が

有意に低いと報告している。Cho et al. (2004) は最大一歩幅と転倒危険の関

連を明らかにし、最大一歩幅の低下は転倒危険を 1.48倍増大させると報告して

いる。またこの他に、最大一歩幅は生活機能と関連する報告がある (上岡ら 

2003; Cho et al. 2004)。 

 以上より、最大一歩幅は加齢、転倒、生活機能による妥当性が検証されたバ

ランステストであるといえる。しかしながら、海外における報告はなく、わが

国のみで主に用いられているテストであるといえる。 

先行研究の知見から、重心動揺、片足立ち、functional reach、timed up and 

go、歩行、EquiTestは加齢変化を評価することができ、かつ、転倒や転倒不安

との関連、生活機能や日常生活活動と関連が検証されたテストであることが確

認できた。しかしながら、Berg balance scaleとPerformance-oriented mobility 

assessmentは信頼性と妥当性が検証されているが、虚弱高齢者や疾患を有した

者を対象に用いられている。継ぎ足歩行は加齢や転倒および転倒不安、生活機
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能による妥当性が検証されているが、統一された測定方法が未だ確立されてい

ない。 最大一歩幅は加齢や転倒および転倒不安、生活機能による妥当性が検証

されているが、調べる限り信頼性の検証を行なった研究は見当たらない。 

 

第２項 バランス能力及び転倒に関する運動介入の効果 

 バランス能力を改善させる運動介入で用いられる方法は、バランス運動 

(Seidler & Martin 1997; Shimada & Uchiyama 2003a; 島田と内山 2003)、筋

力強化 (Wolfson et al. 1996)、有酸素運動や柔軟体操 (Shigematsu et al. 

2002)である。これらを複合した運動介入でバランス能力が改善する報告が多い 

(Harada et al. 1995; Lord et al. 1995; Province et al.1995; Shumway-Cook 

et al. 1997; Campbell et al. 1999)。 

 一方、高齢者の転倒による傷害を減少させるための運動介入の効果について、

Province et al. (1995)による米国の8つの地域で異なる運動の介入効果を比較

した研究プロジェクト(Functional research and Injuries: Cooperative 

studies of intervention techniques; FICSIT)がある。この研究によれば、運

動の間接的な効果を加味した場合は、複合的な運動で最も転倒予防の効果があ
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るが、直接的な効果で転倒予防に効果のある運動は、有酸素運動や筋力づくり

運動ではなく、バランス運動のみであると報告している。  

このように、運動介入は転倒予防に効果があり、バランス運動はその中でも

介入効果が高い。 

 転倒予防のバランス運動には、リーチや片足立ち (Seidler & Martin 1997; 島

田と内山 2003; Islam et al. 2004)、太極拳 (Wolfson et al. 1996; Wolf et 

al. 1997; Li et al. 2005)、バランスボール (中谷ら 2001; 平井ら 2004)、

外乱刺激装置 (Hu ＆ Woollacott 1994; 大渕ら 2004)が用いられている。 

 バランス運動によって、重心動揺、片足立ち、functional reach、timed up and 

go 、歩行、EquiTestはいずれも改善する (Wolfson et al. 1996; Seidler & 

Martin 1997; Shimada & Uchiyama 2003a; 島田と内山 2003; 大渕ら 2004)。

Li et al. (2005)は70歳以上の高齢者を対象に無作為化比較試験による6ヶ月間

の太極拳による介入効果を明らかにし、介入群で片足立ち、functional reach、

timed up and go、歩行および転倒不安が改善し、1年後でも介入群は対照群よ

りもバランス能力が維持されると報告している。Wolfson et al. (1996)は75歳

以上の高齢者をバランス運動群、筋力強化群、バランス運動+筋力強化群、対照
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群の4群に無作為に分けて3ヶ月間の介入効果を比較したところ、バランス運動

群およびバランス運動+筋力強化群は対照群よりも重心動揺、片足立ち、

EquiTestの成績が有意に改善すると報告している。Wolf et al. (1997)は70歳

以上の高齢者を対象にバランス運動群、有酸素運動群、太極拳群の3群に分けて

15週間の運動介入を行い、バランス運動群で重心動揺が改善し、太極拳は重心

動揺に加えて転倒不安も改善すると報告している。 

 運動介入でバランス能力が改善する理由として、筋力の改善 (Lord et al. 

1995; 1996)、主動筋と拮抗筋における同時筋活動の減少 (Gatts & Woollacott 

2005)、筋反応時間の短縮 (Lord et al. 1995; Gatts & Woollacott 2005)、

感覚器官の補完機能の改善 (Li & Woollacott 1994; Seidler & Martin 1997)、

転倒恐怖感の軽減 (Li et al. 2005)、身体活動量の増加 (Binder et al. 1994)

が挙げられている。 

 一方、バランス能力は運動介入によって改善しない報告もある (Hu ＆ 

Woollacott 1994; Seidler & Martin 1997; Wolf et al. 1997; Shimada 2003a;  

2003b; 島田と内山 2003;大渕ら 2004)。Seidler & Martin (1997)は転倒経験

群、非転倒群、対照群を無作為に分けて5週間のバランス運動を行い、介入後の
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バランステストは転倒経験群と非転倒群の重心動揺速度および面積で有意に改

善したが、片足立ちは改善しなかったと報告している。Shimada et al. (2003b)

は80歳以上を対象に不安定板上の立位保持、前方へのリーチ、タンデム肢位を

用いたバランス運動群では、片足立ちやfunctional reach、バランス課題の総

合得点が改善し、歩行を用いたバランス運動ではtimed up and go、バランス課

題の総合得点が改善すると報告している。大渕ら(2004)は、高齢者に1 ヶ月間

の転倒刺激付きトレッドミルを用いたバランス運動の介入効果を明らかにし、

通常トレッドミル運動ではtime up and goのみが改善するが、外乱刺激を加え

ることでfunctional reach、timed up and go、外乱応答の潜時が改善し、外乱

刺激課題の有効性を報告している。   

 運動介入でバランス能力が改善しない理由として、低い出席率 (Li et al. 

2005)、少ない標本数 (Binder et al. 1994)、対象者の相違 (Wolf et al. 1997)、

対照群のテストに対する学習効果 (Seidler & Martin 1997)、バランス能力の

改善に鋭敏で無いテストの選択 (Seidler & Martin 1997)、生理的な加齢に対

する運動介入の限界 (Lord et al. 1995) を挙げられている。 



 38 

 バランス運動によるバランス能力以外の改善効果として、転倒不安の減少

(Shumway-Cook et al. 1997)、生活機能の向上 (Binder et al. 1994)が報告さ

れている。また、運動介入による介入効果はバランス運動の継続によって維持

できるが (Wolfson et al. 1996; Campbell et al. 1999)、運動を継続しなけ

れば介入の終了後に低下することが明らかとなっている (Campbell et al. 

1997; 大渕ら 2004)。 

 以上より、バランス運動は運動内容の中で最もバランス能力を改善させる効

果が高く、用いられたバランステストは静止立位姿勢の保持、随意運動時の立

位姿勢の保持、外乱時の立位姿勢応答であった。 

しかしながら、これらのバランステストをすべて網羅し、運動介入の効果を

検証した研究は少ないといえる。 

 

第３節 バランス能力の評価に関する理論的な背景 

 

 Horak (1997)はバランス能力に影響する要因として、視覚、体性感覚、前庭

に代表される感覚統合システム、外乱や随意的な運動を行った時の姿勢戦略に
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代表される運動協調システム、動作中の関節角度や筋力、姿勢に代表される運

動力学システムの3つが立位姿勢の保持に重要であると提唱している。 

 加齢によって視覚、体性感覚、前庭の感覚機能はいずれも低下する (Johnson 

& Hawkins 1972; Prakash & Stern 1974; Spooner et al. 1980; Stelmach & 

Worringham 1985; Pyykko et al. 1988; Wade & Lindquist 1995)。視覚では

加齢による角膜や水晶体の屈折力の変化、視細胞の受容能の減退 

(Hirsh 1959)が生じる。また開眼よりも閉眼で身体動揺は増大し (橋詰ら 

1986; Sheldon 1963)、さらに眼の開閉に限らず、視覚流動を用いた実験でも、

高齢者では錯覚による重心動揺は増加する (O'Connor et al 2008; Wade & 

Lindquist 1995）。関節位置覚では65歳以上で低下し (Stelmach & Worringham 

1985)、神経疾患を有しない高齢者でも体性感覚を反映する足部の振動覚が

30-50%低下する（Prakash & Stern 1974）。また前庭では有毛細胞数の減少 

(Johnson & Hawkins 1972)や神経線維数の減少 (Bergstrom 1973)が報告されて

いる。 

 Pyykko et al. (1988)は、6歳から88歳を対象に、静止立位時における振動覚、

圧覚、視覚の加齢変化を横断的に調査した。その結果、振動覚や圧感覚は20歳
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代から緩徐に低下するのに対し、視覚は60歳以降で急激に低下することから、

高齢者では視覚に依存した姿勢制御、若年者では体性感覚に依存した姿勢制御

を行っていると報告している。この他に、若年者では１つの感覚における正

確性の低下がみられても、他の2つの感覚入力によって立位姿勢は損な

われないような感覚の補完機能がある(Horak & Moore 1989; Teasdale 

et al. 1992; Wolfson et al. 1992)。しかし高齢者の場合、個々の感

覚器官機能は低下し、視覚、体性感覚のいずれか１つの感覚情報が制限

された場合でもバランス能力の低下が確認されている (Sheldon 1963; 

Overstall et al. 1977; MacChesney ＆ Woollacott 2000; Du Pasquier et 

al. 2003)。例えば、感覚情報に外乱を与える課題を用いて若年者と健常

高齢者を比較したところ、視覚と体性感覚情報の両方に外乱刺激を加え

る課題では、高齢者だけではなく若年者でも転倒するが、視覚や体性感

覚情報のいずれか1つを制限した状況では、高齢者のみ転倒すると報告

している (Teasdale et al; 1992; Wolfson et al. 1992)。 

 このように、立位姿勢制御に関与する感覚器官機能は加齢によっていずれも

低下する。体性感覚の低下は緩徐であるが、視覚よりも早く低下する。一方、
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視覚は60歳以降から急激に低下するが、高齢者では視覚に依存した姿勢制御を

行っているといえる。 

一方、高齢者の場合、若年者と異なる筋活動や姿勢制御が報告されている

(Woollacott et al. 1988; 山本ら 1992; Maki & Ostrovski 1993; Shepard et 

al. 1993)。Shepard et al. (1993)は、若年者と高齢者を対象に外乱時の応答

潜時を比較し、前後方向や移動速度に関係なく高齢者の応答潜時は有意に遅延

すると報告している。Maki ＆ Ostrovski (1993)は、若年者と高齢者を対象に

起立台の水平移動時における前脛骨筋と腓腹筋の同時収縮時の筋活動を比較し、

高齢者では下肢筋を同時収縮させて関節を固定させる姿勢制御を行なっている

と報告している。Woollacott et al. (1988)は健常成人では外乱時に足関節中

心の姿勢制御であるが、高齢者では股関節中心の制御であると報告している。

山本ら (1992)は、高齢者と若年者の前後方向に水平移動させる外乱刺激を加え

た時の床反力の応答波形を比較し、高齢者の場合、前後方向では重心動揺が刺

激終了後も収束せずに残存すると報告している。 

さらに、高齢者では外乱に対する応答姿勢や動作時の関節角度における相違

がある (Alexander et al. 1992; Cavanaugh et al. 1999; Speers et al. 2002)。 
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Alexander et al. (1992)は高齢者と若年者を対象に起立台の前後方向に移動さ

せた時の身体動揺について運動学的に比較した結果、高齢者は体幹と大腿の開

始時間が遅く、動揺に伴う身体部位の変位は高齢者で増加すると報告している。

Cavanaugh et al. (1999)は若年者と高齢者のfunctional reach を運動的に比

較した結果、高齢者では体幹の胸腰椎の回旋、腰椎の屈曲および側屈が有意に

低下すると報告している。Speers et al. (2002)は視覚や体性感覚、または両

者に外乱を与えた時の姿勢応答を若年者と高齢者で比較したところ、高齢者で

は股関節と足関節の関節角度の角度変化が大きく、両者を合成した関節角度で

も有意に大きいと報告している。 

このように、応答潜時の遅延や主動筋と拮抗筋の同時収縮による関節固定、

関節角度の変化など、姿勢応答の変化が高齢者のバランス能力の低下に寄与し

ている。 

 

第４節 バランス能力と転倒の関連 

 

第１項 転倒の発生頻度および性差 

転倒の発生は加齢とともに増加し、転倒に伴う骨折の発生率も増加する (鈴
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木 2006)。65歳以上の高齢者における転倒の年間発生率は 10-20%であり、その

うちの 20%は骨折に至る (安村 1994; 新野ら 1995)。転倒は躓きや滑りによっ

て多く発生していると報告されている (Berg et al. 1997; 鳥羽ら 2005)。 Berg 

et al. (1997)は 60-88 歳の 96 名を対象に 1 年間における転倒の発生状況を調

査し、躓き(34%) や滑り(25%) であり、いずれも移動場面が多い(48%)と報告し

ている。鳥羽ら (2005)の全国 2,439 名の高齢者を対象にした横断的研究でも、

躓きが全体の27%を説明し、転倒の危険率が4.27倍と最も高いと報告している。 

転倒発生率の性差では男性よりも女性で多い (芳賀 1997 ; 加納 1997; 鈴木 

2006; 植木ら 2003)。植木ら (2003)は、地域在住の高齢者を対象に1年間の転

倒発生率と心身機能を縦断的に調査し、初回調査時は男性で21.0%、女性で27.1%、

1年後の調査時は男性で22.8%、女性で25.7%といずれも女性の方が高いと報告し

ている。約2,000名の75歳以上の地域在住の高齢者を対象とした1年間の転倒の

実態調査でも、男性と女性は15.5%と19.9%であり、年齢階級ごとの比較でも女

性は男性よりも有意に多いと報告している (鈴木 2006)。 
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第２項 転倒とバランス能力 

バランス能力は転倒の予測因子であるとの報告が多い (Rubeinstein et al. 

1988; Graafmans et al. 1996; Rubeinstein & Josephson; 2002; Stalenhoef et 

al. 2002)。 

要介護の身体的要因に着目した疫学的研究によれば、バランス能力障害は第

2位に位置し、相対的な危険率は2.6倍から2.9倍、再転倒の危険率は5.0倍に増

大する (Graafmans et al. 1996; Rubenstein & Hosephson 2002)。Stalenhoef 

et al. (2002)は再転倒と関連の強い予測因子を明らかにし、性、年齢、転倒回

数、精神機能、筋力、バランス能力のうち、バランス能力が3.9倍と最も強い因

子であると報告している。 

バランス能力の低下は、たとえ転倒を生じない場合でも転倒に対する恐怖や

不安を生じるとの報告があり (Vellas et al. 1997; Legters et al. 2002; Binda 

et al. 2003; Hauck et al. 2008)、転倒不安はさらにバランス能力を低下させ

(Hausdorff et al. 1997; Binda et al. 2003)、日常生活活動や社会活動を著

しく低下させる(Vellas et al. 1997; Tinetti & Williams 1998)。 

以上より、高齢者の転倒は躓きや滑りの状況で多く発生し、男性よりも女性



 45 

で多い。また転倒に伴う骨折やその後の転倒不安が高齢者の生活機能を著しく

低下させることから、最も関連のある予測因子であるバランス能力の研究が急

務であるといえる。 
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第３章 研究課題 

 

高齢者の転倒による骨折は身体活動量を減少させ、要介護に至らせる。転倒

による骨折がない場合でも、転倒不安から生じる身体活動を制限させ、ひいて

は要介護に至らせる。このように、転倒は高齢者の健康を阻害し、自立生活を

困難にさせるといえる。 

転倒を予防するための研究が数多く行われており、転倒を生じさせる主な要

因であるバランス能力が注目されている。バランス能力は立位姿勢の静的な保

持だけではなく、書棚の本を取るなど立位姿勢の保持と同時に目的動作の遂行、

歩行など、日常生活の多様な場面で用いられている。従来のバランス能力に関

する研究では、対象が高齢者の中でも施設入所や虚弱が多く、自立した生活を

送っている地域在住は少ない。このために、地域在住高齢者を特徴づけるバラ

ンス能力は明らかにされていない現状がある。特に、転倒は男性よりも女性で

多く発生していることから女性を対象とすることが肝要といえる。 

地域在住の女性高齢者の転倒による要介護を予防するためには、高齢者のバ

ランス能力を包括的な評価だけではなく、若年者と高齢者のバランス能力の相
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違から加齢に伴うバランス能力の低下を把握する必要がある。しかしながら、

バランス能力を評価する研究が数多く行われているが、以下のような問題点が

ある。 

 

第１節 問題点 

 

第 1項 バランス能力の因子構造に関する問題点 

 バランス能力には静的バランス能力、動的バランス能力の存在が示唆されて

いる。すなわち、バランス能力は静的バランス能力、動的バランス能力の下位

構造を持ち、これらをバランス能力の因子構造といえる。従来の研究によると、

静止した立位姿勢を保持する能力を静的バランス能力、身体を随意的に移動さ

せた時の立位姿勢を保持する能力を動的バランス能力と定義している。 

しかしながら、数多くのバランステストからバランス能力を実証的に分類し

た研究は少ない。このために、片足立ちは静的バランス能力を評価すると主張

する研究がある一方、片足立ちは動的バランス能力を評価すると主張する研究

がある。同様のことは functional reachでもみられる。このように、一つのバ
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ランステストが研究者によって静的バランス能力、あるいは動的バランス能力

に分類されている。また、近年では起立台の移動あるいは徒手で背中を押すな

ど外乱を用いて立位姿勢を保持する能力を評価するテストが開発されている

(Nashner 1976; Whipple ＆ Wolfson 1990; Okada et al. 2001)。これらのテ

ストが静的バランス能力と動的バランス能力のいずれを反映するか、あるいは

独立した新たなバランス能力を反映するかは不明である。    

以上のように、多くのバランステストを用いて、バランス能力を実証的な分

類にもとづく包括的な評価がおこなわれていない、すなわち、バランス能力の

因子構造が明らかにされていない問題がある。 

 

第２項 バランス能力の因子構造における加齢変化に関する問題点 

個々のバランス能力の加齢による低下は報告されているが、全体像であるバ

ランス能力の因子構造における加齢の特徴は明らかではない。バランス能力の

因子構造における加齢の特徴を明らかにするためには、若年者および高齢者の

バランス能力における共通した因子構造を明らかにし、若年者および高齢者の

バランス能力を特徴づける因子の把握が必要である。すなわち、従来の考えに
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従えば、静的バランス能力、動的バランス能力のいずれが若年者あるいは高齢

者のバランス能力の特徴であることが明らかではない。バランス能力の因子構

造における加齢の特徴が明らかになると、バランス能力低下の機序の一端が解

明できる可能性がある。 

 

第３項 運動介入がバランス能力の因子構造に及ぼす影響に関する問題点 

転倒予防の運動介入研究において、太極拳、片足立ち、継ぎ足歩行などが用

いられ、バランス能力を改善させる効果が確認されている。しかし、従来の運

動介入研究で用いられたバランス能力を評価するテスト項目は少ない。このた

めに、先行研究で用いられたバランステストは静的バランス能力のみ、あるい

は動的バランス能力のみを評価するなどの偏りがあるといえる。すなわち、バ

ランス能力の因子構造にもとづいた適正な評価がなされていないといえる。従

来の考えに従えば、運動介入によって静的バランス能力、動的バランス能力い

ずれが改善されるかは不明である。 
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第２節 研究課題の設定  

 

 本研究における研究課題を図 3に示した。 

研究課題 1-1は、若年者と高齢者のバランス能力の因子構造を明らかにする

ために、数多くのバランステストの中で信頼性と妥当性が検証されたバランス

テストを用いる。 

 研究課題 1-2は、バランス能力の因子構造における加齢の特徴を明らかにす

る 。 

 研究課題 2は、運動介入が高齢者のバランス能力の因子構造に及ぼす効果を

明らかにする 。 

 

第３節 研究の意義 

 

 研究課題 1-1において、バランス能力の因子構造を明らかにすることにより、

若年者および高齢者のバランス能力の適正な評価が可能になるだけではなく、

包括的なバランス能力の評価が可能になる。 
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 研究課題 1-2において、バランス能力の因子構造における加齢の特徴を明ら

かにすることにより、若年者と高齢者それぞれのバランス能力を特徴づけるこ

とができる。すなわち、若年者、高齢者それぞれの個人差を反映するバランス

能力が明らかになる。 

 研究課題 2において、バランス運動を用いた介入によって高齢者のバランス

能力の因子構造に基づいたバランス能力の改善効果を明らかにすることができ

る。これにより、将来のバランス運動の内容を改善させることができるだけで

はく、転倒予防の効果が期待できる。 

 



 52 

バランス能力の因子構造と加齢の影響 

   若年者と高齢者におけるバランス能力の因子構造 (研究課題 1-1) 

 

 

 

 

  

    バランス能力の因子構造における加齢の特徴 (研究課題 1-2) 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

バランス能力の因子構造からみたバランス運動の介入効果 (研究課題 2) 

 

  

仮説 1）：バランス能力は静的バラン

ス能力、動的バランス能力、外乱応

答バランス能力に分類できる。 

仮説 2）：若年者と高齢者のバランス

能力を特徴づける因子は異なる。 

仮説 3）：バランス能力の因子を考慮

した運動介入は、静的バランス能力、

動的バランス能力、外乱応答バラン

ス能力を改善させる。 

 

図 3. 本研究における研究課題 
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第４節 用語の定義 

 

バランス能力(Balance ability) 

 立位姿勢で、身体重心を支持基底面内に安定させる能力である

(Murray et al. 1975)。支持基底面は立位時の足底面と両足間部分を合

計した面積を言う。立位姿勢の安定性に影響を及ぼす要因には、重心の

高さ、支持基底面の広さ、重心垂線が支持基底面に落ちる位置、質量の

大きさなどがある (中村ら 2003)。なお、本研究のバランス能力は自転

車に乗るなど、道具を用いた場合のバランス能力を除く。 

 

重心動揺(Body sway) 

重心は身体質量の中心であり、体位と身体分節による運動によって変

化する(Murray et al. 1975)。重心の動揺は体幹や股関節、頭部の変化

などすべての慣性力と随意的な筋活動の結果として生じる関節回りの

トルクの合計として、足圧の変化に反映される（Terekov 1978）。重心

の動揺を測定する方法は、足圧中心の変化を重心の変化として仮定する
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方法が一般的であり、主にフォースプレートを用いる。重心動揺の代表

的な測定値として、軌跡長と外周面積が用いられている。軌跡長は、測

定時間中における足圧中心の移動距離を示す。外周面積は、軌跡長によ

って囲まれた面積を示す。 

 

歩行(Walking)  

歩行は立位姿勢を維持させながら、足底と地面との摩擦により、身体

を推進させる運動である。歩行に必要な力学的要素として、抗重力、バ

ランス保持、足の踏み出しの 3 要素(Dimitrijevic & Larsson 1981)、あ

るいは平衡および移動の 2 要素がある(Nutts et al. 1993)。また運動

学的要素としては、左右の下肢が交互に支点となり、重心の位置が上下、

左右に動揺する(Viton et al. 2000)。いわば、歩行は立位姿勢を保持

しながら、接地した足底を中心とする支持基底面内に重心を移動・保持

を反復する動作であるために、本研究ではバランステストの一つとして

用いる。歩行に類似したバランステストとして、timed up and go、継

ぎ足歩行がある。 
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EquiTest 

 Nashner (1976)によって開発されたバランステストの一つである。視

覚を遮蔽したり、身体動揺と直接連動して前景板や床面を回転させて、

視覚と体性感覚の情報を制限する外乱を加えた時の姿勢応答や、台を移

動させる外乱を加えた時の応答潜時を定量的に評価することができる。

テストの種類は身体動揺と同期させて前景や床面を可動させる感覚統

合機能テスト、床面を水平移動させて身体動揺を引き起こす運動協調テ

スト、床面の傾斜を繰り返す適応テストの 3 種類がある。 

 

高齢者(Older adults) 

 65 歳以上の者とする。国際的に定年退職者のほとんどの年齢が 65 歳

以上であることに基づく(WHO 1984)。高齢者は、居住している場所によ

り分類されることがある。たとえば、地域に在住する者を地域在住高齢

者と言い、それに対して入院、又は高齢者用施設（特別養護老人ホーム）

に入所している者を入所高齢者という。また、高齢者の年齢により、前

期高齢者(65 歳から 74 歳)と後期高齢者(75 歳から 89 歳)、超高齢者(90



 56 

歳以上)に分けることがある。 

 

筋力(Muscle strength) 

 筋力は測定する筋が収縮した時の関節張力である。収縮様式によって

等尺性収縮、等張性収縮、等速性収縮がある。さらに、等張性収縮には

負荷や抵抗に打ち勝って筋長が短くなる短縮性収縮と、筋長が長くなる

伸張性収縮がある。さらに、等速度で収縮する等速性収縮がある。筋力

の評価指標には、kg だけではなく、トルク(Nm)が用いられている。 

 

因子分析(Factor analysis) 

因子分析は、実際に測定した変数(観測変数)の多変量データから、い

くつかの実際に観測できない潜在的な変数 (共通因子)を推定する外的

基準のない統計学的手法である。特徴として、観測変数間の相関行列を

もとに、それらの相関関係を規定している共通因子を抽出する点が挙げ

られる。モデル構成は、ある項目の観測変数を共通因子に基づく特性の

値（共通性）と、その項目独自の特性(独自性)から構成されていると仮
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定する。共通因子の解釈は、因子軸の回転後に行い、大きく分けて因子

間相関を仮定しない直交回転(バリマックス)と因子間相関を仮定する

斜交回転(プロマックス)がある。 

 

共分散構造分析(Covariance structure analysis) 

 共分散構造分析は、構成概念や実際に測定した変数(観測変数)の性質

を調べるために集めた多くの観測変数を同時に分析するための統計手

法である。従来の多変量解析(回帰分析、因子分析など)と比較して、い

くつかの長所がある。最大の長所はモデル構成の自由度が高いことであ

る。従来の多変量解析には、モデルを構成する余地がほとんどなく、固

定化した既製のモデルにデータを当てはめて解釈を行うものであった。

一方、共分散構造モデルでは、収集したデータあるいは因果モデルの性

質に応じて、自らの仮説に基づいて構成概念間の関係を表すモデルを構

成することができる。パス解析などの重回帰分析では観測変数だけでモ

デルを立てるが、共分散構造分析では実際に測定していない変数(潜在

変数)をモデルの中に入れることができる。 
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転倒(Fall) 

転倒は、立位姿勢から地面またはより低い位置に身体が止まる状態で

ある(Tinetti & Powell 1993)。高齢者の場合、転倒は在宅・入院にかか

わらず、打撲や骨折などの外傷が「寝たきり」の原因となる場合がある

ために重要視されている。また、転倒の経験によってその後の再転倒へ

の不安感・恐怖感が生じることを転倒恐怖感 (Tinetii 1993)と呼び、

転倒が契機となって転倒恐怖感や不活動、あるいは廃用症候群になるこ

とを転倒後遺症候群と呼ぶ (江藤 1984)。 

 

生活機能（Functional capacity） 

生活機能は地域社会で自立した生活を円滑に遂行する機能である。生

活機能には買い物に行くなどの身体的機能、新聞を読むなどの知的機能、

友人を訪ねるなどの社会的機能などが含まれる。生活機能を評価するテ

ストの一つに、老研式活動能力指標がある。 
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第４章  若年者と高齢者におけるバランス能力の因子構造    

（研究課題 1-1）  

 

第１節  目的  

 

 転倒は高齢者の健康を阻害し、自立生活を困難にさせる重要な問題である。

このために転倒を予防するための研究が数多く行われており、転倒を生じさ

せる主な要因であるバランス能力が注目されている。 

 従来の研究では、静止した立位姿勢を保持する能力を静的バランス能力、

身体を随意的に移動させた時の立位姿勢を保持する能力を動的バランス能

力と定義している。しかしながら、数多くのバランステストからバランス能

力を実証的に分類した研究は少ない。このために、片足立ちは静的バランス

能力を評価すると主張する研究がある一方、片足立ちは動的バランス能力を

評価すると主張する研究がある。同様のことは functional reach でもみら

れる。このように、一つのバランステストが研究者によって静的バランス能

力、あるいは動的バランス能力に組み入れられている現状がある。また、近

年では起立台の移動あるいは徒手で背中を押すなど外乱を用いて立位姿勢

を保持する能力を評価するテストが開発されている(Nashner 1976; Whipple 



 60 

＆ Wolfson 1990; Okada et al. 2001)。しかし、これらのテストが静的バ

ランス能力、動的バランス能力のいずれを反映するか、あるいは独立した新

たなバランス能力を反映するかは不明である。 

 以上のように、現在のところ、バランス能力を実証的な分類にもとづく評

価がおこなわれていない、すなわち、バランス能力の因子構造が明らかにさ

れていないといえる。高齢者の転倒を予防するために、若年者から高齢者ま

でのバランス能力を包括的に評価する必要がある。そこで、本研究では若年

者と高齢者を対象に、バランス能力の因子構造を明らかにする。 

 

第２節  対象者  

 

対象者は、研究参加の呼びかけに応じた地域在住の健常成人 60 名

(22±3 歳：以下、若年群 )と高齢者 60 名 (69±5 歳：以下、高齢群 )

であった。対象者はすべて女性であった。本研究は、筑波大学大学

院人間総合科学研究科に設置された研究倫理委員会の承認のもとに

実施し、研究目的、方法について説明し、同意を得た。特に高齢群

では、測定前に安静時の血圧と心拍数を測定し、テスト可能な健康

状態であることを確認した。すべてのテストは事故もなく、完了し
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た。  

 

第３節  測定方法  

 

形態、バランス能力、筋力は、下記の測定方法を用いて実施した。  

 

第１項  形態  

形態測定は、身長、体重、体脂肪率を実施した。  

身長は、両足先を 30 度に開き、頭位を耳眼水平位にした直立姿勢

にて身長計を使用して測定した。測定値は、床面から頭頂点間の鉛

直間距離を cm 単位で、小数点第 1 位まで計測した。体重および体脂

肪率は、軽装のまま体脂肪計 (TANITA 社製： TBF‐ 310）の中央に静

かに乗り、直立姿勢にて測定した。体重は㎏単位で、体脂肪率は %

単位で、小数点第 1 位まで記録した。  

 

第２項  バランステスト  

 バランステストは、重心動揺、片足立ち、functional reach、timed 

up and go、歩行、 EquiTest の 6 項目を実施した。  
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①重心動揺  

重心動揺において、対象者は両上肢を体側におき、重心動揺計

（ ANIMA 社製：GC10C）上で、両足を接する肢位とした。対象者には、

視線の水平の高さで前方１ｍに設置した視標点を注視するように指

示し、過度な動揺が消失（ 5～ 8 秒）してから計測を開始した。測定

手順は、初めに開眼時、次に閉眼時の静的な立位保持を 30 秒間、各

1 試行した。なお、測定中は、静かに立位姿勢を維持するように指

示した。  

測定値は、足圧中心の移動距離を示す総軌跡長（ LNG）と外周面積

（ AREA）を用いた。  

 

②片足立ち   

片足立ちにおいて、対象者は視線の水平前方 1m に設定された視標

点を注視しながら任意の脚を挙上し、両上肢を腰に当てた片足姿勢

とした (図 4-1:A)。   

片足立ちの終了は次のいずれかの場合とした。挙上した脚が床面

に接した場合、手を離して立位姿勢を保持した場合、挙上側の足部

が支持側の下肢に接触させた場合であった。  
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測定値は、最大 60 秒を上限として秒単位で計測した。試行は 2 回

行い、最大値を代表値とした。  

 

③ functional reach  

functional reach において、対象者は任意の肩関節を 90°屈曲位

にて任意側の手を把握し、両足を離した立位とした。上肢を最大限

に前方に伸ばし、その時の水平到達距離を測定した。ただし、測定

に際し、踵は離床してもよい (図 4-1:B)。  

functional reach の再計測は、開始姿勢に戻ることができない場

合や、足部が離床した場合とした。なお、計測前に 1 回の練習を行

った。  

測定値は cm 単位で小数点第 1 位まで記録した。試行は 2 回行い、

最大値を代表値とした。  

 

④ timed up and go 

timed up and go において、対象者は椅子の背もたれに背部を接

し、両上肢を大腿の上におく座位とした。測定は合図と同時に椅子

から起立し、3m 前方にある地点を回って、再び着座するまでの所要  
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図 4-1. 本研究で用いたバランステスト  

A: 片足立ち B: functional reach C: timed up and go D: 歩行  
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時間を測定した (図 4-1:C)。測定の開始および終了は、背部が背も

たれから離れ、再び背もたれに接触するまでとした。対象者は、通

常の速度で行った。  

timed up and go の再計測は、合図前に背もたれから背部が離れ

る場合、上肢を使用しての起立や着座した場合のいずれかとした。

なお、計測前に 1 回の練習を行った。  

測定値は、秒単位で小数点第 1 位まで記録した。試行は 2 回行い、

短い値を代表値とした。  

 

⑤歩行   

 歩行は、通常の速さの歩行（通常速度歩行）とできるだけ速い歩

行 (最大速度歩行 ) を実施した (図 4-1:D)。11m の平坦な歩行路の 3m

と 8ｍの地点にマークを貼り、 5m 区間の通過に要する時間を測定し

た。また歩行開始後から 3m の地点直前に踵が接地した地点から、8m

のラインを越えて踵が接地するまでの歩数、歩行距離を測定した  

(衣笠  1994)。試行回数は、通常速度歩行を 1 回、最大速度歩行を 2

回計測した。  

歩行時間は秒単位で小数点第 1 位までストップウォッチを用いて
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計測した。最大速度歩行では、歩行時間の短い方を代表値とした。

歩行時間、歩数、歩行距離から、速度  (m/s)、歩幅  (m)、歩行率  

(steps/min) を算出した。  

 

⑥ EquiTest 

EquiTest は、感覚統合機能テスト  (Sensory organization test：

以下 SOT)と運動協調テスト  (Motor coordination test：以下 MCT）

の 2 種類を行った。  

SOT および MCT の測定姿勢は、 EquiTest の測定手順に準じて設定

した。対象者は EquiTest（ NeuroCom 社製）の起立台上で前景の 1 点

を注視し、両上肢を体側におろした静止立位とした。両足底の位置

は、フォースプレートの回転軸と一致する足関節外果の位置とし、

踵間距離は身長によって 3 段階に既定した位置とした。転倒を防止

するために、すべての対象者は安全装具を装着し、カラビナにて起

立台上部にある安全棒からストラップで吊り下げた状態で測定した。

測定中は、出来るだけ立位姿勢を維持するように指示した。  

SOT では、床面の前後の揺れに追従し、起立台または前景のどち

らか、または両方が傾斜する方法を用いて、重心動揺を評価した。  
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SOT は下記のように、 6 種類の課題条件で実施した (図 4-2)。  

課題条件 1：開眼時の静止立位   

課題条件 2：閉眼時の静止立位   

課題条件 3：重心動揺に呼応して前景が傾斜する課題  

課題条件 4：重心動揺に呼応して起立台が傾斜する課題   

課題条件 5：閉眼で重心動揺に呼応して起立台が傾斜する課題   

課題条件 6：重心動揺に呼応して前景と起立台が傾斜する課題    

測定は、初めに課題条件 1 および課題条件 2 の課題条件にて 20 秒

間、2 試行ずつ計測した。次に、課題条件 3、課題条件 4、課題条件

5、課題条件 6 を無作為に試行し、それぞれ 20 秒間、 2 試行ずつ計

測し、計 12 回計測した。  

MCT は起立台を前後方向に水平移動させる外乱を与えて、バラン

ス能力を評価した。起立台の外乱の強さは、外乱強度  (中 )である

10cm/s と外乱強度  (大 )である 15 ㎝ /s とした。4 種類の課題条件を

以下に示す (図 4-3)。   

課題条件 1: 強度 (中 )の後方向へ外乱  

課題条件 2：  強度 (大 )の後方向へ外乱    

課題条件 3: 強度 (中 )の前方向へ外乱   
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課題条件 4: 強度 (大 )の前方向へ外乱   

測定は既定された 2 段階の外乱強度  (中、大 )と、前方または後方

に水平移動させる 2 方向の外乱方向を組み合わせた合計 4 条件で行

った。試行は各 1 回ずつ行い、 1 試行につき、不定期に同一強度の

外乱を 3 回行った。  

SOT の測定値は各課題条件につき、立位姿勢の保持を行った場合

を 100 点満点で評価した、2 試行の平均得点を算出した。MCT の測定

値は、各課題条件における外乱が生じてから反応を開始するまでの

平均潜時と 4 条件全体の平均潜時をそれぞれ ms 単位で計測した。  

なお、 timed up and go と歩行テストにおいて、すべての対象者

は同一規格の運動靴に履きかえてテストを行った。  

 

第３項  形態による補正  

歩行や筋力は身長や体重に依存するため、その影響を考慮する必

要がある場合は、以下の式を用いて補正した。  

補正歩幅＝歩幅 /補正身長  

補正歩行率 =歩行率 /補正身長  

補正速度 =補正歩幅×補正歩行率  
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但し、補正身長 =身長 /全対象者の身長の平均値とした。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 70 

 

 

 

 

 

 

 

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課
題

条
件

4

傾
斜

傾
斜

傾
斜

固
定

固
定

固
定

床
面

傾
斜

固
定

固
定

傾
斜

固
定

固
定

前
景

開
眼

閉
眼

開
眼

開
眼

閉
眼

開
眼

視
覚

課
題

条
件

6
課

題
条

件
5

課
題

条
件

3
課

題
条

件
2

課
題

条
件

1
条

件

図
4
-
2
.
 
E
q
u
i
T
e
s
t
に

お
け

る
感

覚
統

合
機

能
テ

ス
ト

(
S
O
T
)

課
題

条
件

4

傾
斜

傾
斜

傾
斜

固
定

固
定

固
定

床
面

傾
斜

固
定

固
定

傾
斜

固
定

固
定

前
景

開
眼

閉
眼

開
眼

開
眼

閉
眼

開
眼

視
覚

課
題

条
件

6
課

題
条

件
5

課
題

条
件

3
課

題
条

件
2

課
題

条
件

1
条

件

図
4
-
2
.
 
E
q
u
i
T
e
s
t
に

お
け

る
感

覚
統

合
機

能
テ

ス
ト

(
S
O
T
)

 

図
4
-
2
.
 
E
q
u
i
T
e
s
t
に

お
け

る
感

覚
統

合
機

能
テ

ス
ト

(
S
O
T
)

 



 71 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3. EquiTest における運動協調テスト (MCT) 
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第 4 項  統計解析  

バランス能力の加齢変化を明らかにするために、若年群と高齢群

におけるバランステストの測定値に対して、対応のない t 検定を行

った。バランス能力の共通因子を明らかにするため、若年群および

高齢群で探索的因子分析を行った。探索的因子分析は、主因子法に

よる因子抽出とプロマックス回転を用いた。因子数の決定は、固有

値が 1.0 以上であり、固有値寄与率の分散が 10%以上を基準とした。

プロマックス回転後の因子負荷量の基準値は 0.5 以上とした。統計

処理は SPSS11.0 を用いて行い、すべてにおいて有意水準は 5%未満

とした。  

 

第４節  結果  

 

（１）  バランステストの加齢変化  

若年群と高齢群の年齢、身長、体重、体脂肪率は、表 4-1 に示し

た。また若年群と高齢群のバランステストにおける平均値と標準偏

差を表 4-2 に示した。 両群を比較した結果、形態では身長で有意な

相違がみられたが、体重および体脂肪率に相違はみられなかった。
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timed up and go、通常速度歩行の歩幅、 SOT の課題条件 5 を除いて

有意な相違がみられた。顕著な相違を示した 4 項目はいずれも重心

動揺であり、若年群の測定値を 100%とした場合、閉眼時の総軌跡長

(157%)、閉眼時の外周面積 (149%)、開眼時の総軌跡長 (137%)、開眼

時の外周面積 (132%)であった。  

 

（２）  バランス能力の探索的因子分析  

若年群と高齢群それぞれにおけるバランス能力に共通する因子

を明らかにするために、バランステストを用いて探索的因子分析を

行った。バランステストのうち、片足立ちは若年群ですべて 60 秒で

きたため除外し、総計 18 項目を用いた。  

若年群の場合、解釈が明瞭な 3 つの因子を抽出した (表 4-3)。  

 第 1 の因子は MCT (後方外乱 (中 ); 後方外乱 (大 ); 前方外乱 (中 ); 

前方外乱 (大 ))、SOT (課題条件 4; 課題条件 6) に高い因子負荷を示

した。 MCT は前あるいは後方に起立台を水平移動させた場合の応答潜時で

評価した。また SOT は重心動揺に呼応して起立台に外乱を加えた場合の重心

動揺を評価した課題条件４、重心動揺に呼応して起立台と前景の両方に外乱

を加えた場合の重心動揺を評価した課題条件 6 であった。これらは起立台の
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移動や前景の傾斜のように、外乱に対して重心を支持基底面内に安定させる

因子であるため、「外乱応答バランス能力」と解釈した。 

 第 2 の因子は開眼および閉眼時の足圧中心の総軌跡長および外

周面積に高い因子負荷を示した。これらは静的な立位姿勢を維持してい

る時に、重心を支持基底面内に安定させる因子であるため、「静的バランス

能力」と解釈した。 

 第 3 の因子は timed up and go、通常歩行速度に高い因子負荷を

示した。 timed up and go および通常歩行速度は、重心を新たな支持基底

面内に移動する因子である。すなわち、新たな支持基底面内に重心を安定さ

せる因子であるため、「動的バランス能力」と解釈した。 

高齢群の場合、解釈が明瞭な 3 つの因子を抽出した (表 4-4)。  

第 1 の因子は開眼および閉眼時の足圧中心の総軌跡長と外周面積

と SOT (課題条件 2)、SOT(課題条件 5、課題条件 6) に高い因子負荷

を示した。静止立位時の総軌跡長および外周面積と SOT の閉眼で静止立位

時の重心動揺である課題条件 2、SOT の閉眼の立位姿勢時に重心動揺に呼応

して起立台に外乱を加えた場合の重心動揺を評価した(課題条件 5 ;課題条

件 6 )に高い因子負荷を示した。すなわち、「静的バランス能力」と「外乱

応答バランス能力」の両方が混在する因子であるといえるために、「静的バ
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ランス能力+外乱応答バランス能力」と解釈した。 

第 2 の因子は MCT (後方外乱 (中 ); 後方外乱 (大 ); 前方外乱 (中 ); 

前方外乱 (大 )) に高い因子負荷をもつので、「外乱応答バランス能

力」と解釈した。  

第 3 の因子は timed up and go、通常歩行および最大歩行の速度

に高い因子負荷を持つので、「動的バランス能力」と解釈した。  

 若年群、高齢群それぞれに抽出された因子間の相関を明らかにす

るために、因子得点でピアソンの積率相関係数を求めた。高齢群の

場合、「静的バランス能力」と「外乱応答バランス能力」に正の相関が

みられた  (r=0.367; P=0.041)。若年群では因子間の相関を認めなか

った (r=0.02-0.232)。  
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表 4-2. 若年群および高齢群におけるバランステストの成績  

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差  ％

開眼総軌跡長 (cm)
*** 33.40 7.14 45.74 13.38 137

開眼外周面積 (cm2)
*** 1.67 0.70 2.62 1.41 157

閉眼総軌跡長 (cm)
*** 52.19 15.40 68.71 31.96 132

閉眼面積 (cm2)
** 2.59 1.07 3.88 2.92 149

functional reach (cm)
*** 45.46 5.29 39.63 4.98 87

timed up and go (s) 8.78 1.42 8.68 1.44 99

片足立ち (s)
** 60.00 0.00 54.66 12.25 91

通常速度歩行-速度 (m/s)
** 1.47 0.24 1.58 0.19 108

通常速度歩行-歩幅 (m) 0.70 0.08 0.70 0.07 101

通常速度歩行-歩行率 (steps/min)
*** 138.19 17.93 147.00 14.88 106

最大速度歩行-速度 (m/s)
*** 2.76 0.39 2.32 0.30 84

最大速度歩行-歩幅 (m)
** 0.85 0.09 0.81 0.08 95

最大速度歩行-歩行率 (steps/min)
*** 212.08 28.53 187.17 22.29 88

課題条件1得点 (点)
*** 95.11 1.70 93.93 1.85 99

課題条件2得点 (点)
** 93.02 2.36 91.63 2.45 99

課題条件3得点 (点)
*** 88.70 4.13 83.80 7.26 94

課題条件4得点 (点)
*** 82.38 7.23 77.32 7.04 94

課題条件5得点 (点) 62.73 11.13 58.63 15.83 93

課題条件6得点 (点)
*** 66.59 10.93 51.60 18.76 77

後方外乱(中)
*** 120.67 9.50 130.75 10.37 108

後方外乱(大)
*** 120.92 8.90 129.00 10.03 107

前方外乱(中)
** 124.50 11.92 132.08 12.90 106

前方外乱(大)
** 122.58 10.44 128.67 13.68 105

若年群
(n =60)

高齢群
(n =60)

感覚統合機能テスト:課題条件1:開眼時の静止立位; 課題条件2:閉眼時の静止立位; 課題
条件3: 開眼時の静止立位＋前景傾斜; 課題条件4:開眼時の静止立位＋起立台傾斜; 課題
条件5:閉眼時の静止立位＋起立台傾斜; 課題条件6:開眼時の静止立位＋前景傾斜＋起立台
傾斜.
運動協調テスト;後方外乱(中):強度(10cm/s)の後方向への外乱; 後方外乱(大):強度
(15cm/s)の後方向への外乱; 前方外乱(中):強度(10cm/s)の前方への外乱; 前方外乱(大):
強度(15cm/s)の前方への外乱.
**
p<.01, 

***
p<.001.  % = 若年者を100%とした高齢者の百分率.
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表 4-3.若年群のバランステストに対する因子分析  

項目 Ⅰ Ⅱ Ⅲ h
2

開眼総軌跡長 -.13 .69 .11 .69

開眼外周面積 .16 .63 .12 .71

閉眼総軌跡長 -.11 .68 .00 .78

閉眼外周面積 .09 .79 -.14 .75

functional reach .16 .07 -.05 .28

timed up and go -.10 .12 .77 .54

通常速度歩行-速度 .12 -.07 -.72 .55

最大速度歩行-速度 -.05 .16 -.27 .40

課題条件1得点 -.06 -.07 -.08 .26

課題条件2得点 -.26 -.46 -.08 .47

課題条件3得点 -.49 -.15 .13 .40

課題条件4得点 -.58 -.17 .14 .57

課題条件5得点 -.39 .03 .19 .49

課題条件6得点 -.66 -.17 .13 .62

後方外乱(中) .54 -.25 .00 .73

後方外乱(大) .71 -.11 .08 .76

前方外乱(中) .66 -.05 .19 .63

前方外乱(大) .64 -.05 .21 .63

固有値 3.03 2.36 1.33 6.73

感覚統合機能テスト:課題条件1:開眼時の静止立位; 課題条件2:閉眼
時の静止立位; 課題条件3: 開眼時の静止立位＋前景傾斜; 課題条件
4:開眼時の静止立位＋起立台傾斜; 課題条件5:閉眼時の静止立位＋
起立台傾斜; 課題条件6:開眼時の静止立位＋前景傾斜＋起立台傾斜.
運動協調テスト;後方外乱(中):強度(10cm/s)の後方向への外乱; 後
方外乱(大):強度(15cm/s)の後方向への外乱; 方外乱(中):強度
(10cm/s)の前方への外乱; 前方外乱(大):強度(15cm/s)の前方への外
乱.

分散(％) 20.0 16.0 10.4 46.4
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表 4-4. 高齢群のバランステストに対する因子分析  

項目 Ⅰ Ⅱ Ⅲ h
2

開眼総軌跡長 .81 -.16 .17 .88

開眼外周面積 .69 -.09 -.07 .80

閉眼総軌跡長 .74 -.05 .21 .91

閉眼外周面積 .83 -.03 .23 .88

functional reach -.14 .01 -.09 .24

timed up and go .04 .15 .53 .48

通常速度歩行-速度 -.02 -.10 -.68 .61

最大速度歩行-速度 -.07 .03 -.55 .54

課題条件1得点 -.41 -.15 .26 .59

課題条件2得点 -.61 -.11 .28 .59

課題条件3得点 -.43 .03 .43 .42

課題条件4得点 -.37 -.19 .26 .47

課題条件5得点 -.58 -.10 -.26 .60

課題条件6得点 -.54 -.03 .10 .45

後方外乱(中) -.01 .64 .31 .56

後方外乱(大) -.19 .75 .15 .54

前方外乱(中) .13 .80 .07 .74

前方外乱(大) .02 .81 -.21 .70

固有値 4.96 2.39 2.28 9.63

感覚統合機能テスト:課題条件1:開眼時の静止立位; 課題条件2:閉
眼時の静止立位; 課題条件3: 開眼時の静止立位＋前景傾斜; 課題
条件4:開眼時の静止立位＋起立台傾斜; 課題条件5:閉眼時の静止立
位＋起立台傾斜; 課題条件6:開眼時の静止立位＋前景傾斜＋起立台
傾斜.
運動協調テスト;後方外乱(中):強度(10cm/s)の後方向への外乱; 後
方外乱(大):強度(15cm/s)の後方向への外乱; 前方外乱(中):強度
(10cm/s)の前方への外乱; 前方外乱(大):強度(15cm/s)の前方への
外乱.

分散(％) 27.6 13.3 12.7 53.5
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第５節  考察  

 

 本研究は若年群と高齢群を対象にバランス能力を構成する因子を探索し

た結果、両群ともに「静的バランス能力」、「動的バランス能力」、「外乱

応答バランス能力」の3因子を抽出した。ただし、高齢群では「静的バラン

ス能力」と「外乱応答バランス能力」の混在が示唆された。 

 バランス能力の因子構造に関する研究は、現在のところ少ない。島田ら 

(2006b)は要介護認定を受けた高齢者を対象に重心動揺、functional reach、

functional balance scale、performance−oriented mobility assessment、

manual perturbation testを用いてバランス能力の因子構造を探索した。

manual perturbation testは対象者の肩に予告なしで徒手による後方への外

乱を行うテストである (島田ら 2000)。functional balance scaleは座位、

立位姿勢の保持、立ち上がり動作、代表的な日常生活動作など14項目の課題

で評価するテストである (Berg et al. 1992)。performance−oriented 

mobility assessmentは、座位、立位姿勢の保持、立ち上がり動作、歩行検

査からなる16項目の課題で評価するテストである(Tinetti 1986a)。この報

告によれば、4つの因子が抽出された。第1因子は重心動揺に代表される「静

的姿勢保持」、第2因子はmanual perturbation testに代表される「外乱負
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荷応答」、第3因子はfunctional reachに代表される「随意運動中のバラン

ス (支持基底面固定)」、第4因子はfunctional balance scaleやperformance

−oriented mobility assessmentに代表される 「随意運動中のバランス (支

持基底面移動)」と解釈している。本研究の結果は、島田ら (2006b)の研究

とほぼ一致する結果であった。すなわち、本研究の「静的バランス能力」は

島田ら (2006b)の「静的姿勢保持」であり、順次、「動的バランス能力」は

「随意運動 (支持基底面移動)、「外乱応答バランス能力」は「外乱負荷応

答」である。ただし、本研究ではfunctional reachに代表されるような「随

意運動中のバランス (支持基底面固定)」が抽出されなかった。本研究の対

象者は地域在住高齢者であり、島田ら (2006b)は要介護高齢者であるなど、

対象者の身体的機能の相違が反映された可能性がある。 

 高齢者で「静的バランス能力」と「外乱応答バランス能力」が混在し、一

つの因子として抽出された。金ら (1992)は中・高齢者を対象に運動能力の

因子分析を行ったところ、敏捷性と筋力が一つの因子に混在することを示し

た。若年者では敏捷性と筋力が別々の因子として抽出されることから、個々

の運動能力は発達過程で分化するが、加齢とともに逆行すると解釈した。ま

た、Nagasaki et al. (1995)は高齢者の運動能力の因子構造を共分散構造分

析で行ったところ、個々の運動能力の相関が高くなり、若年者では別々の運
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動能力が一つの因子として抽出されることを示した。このように、若年者で

は別々の運動能力として存在していたが、高齢者で個々の運動能力の相関が

高くなり、一つの因子として抽出されたといえる。この背景には加齢に伴う

生理機能の低下のために、個々の運動能力の成績が低下した結果と推察され

る。 

 これらの結果から、高齢者の場合、運動能力だけではなく、バランス能力

の因子構造においても加齢によって個々の因子の相関が高くなり、「静的バ

ランス能力」と「外乱応答バランス能力」が混在したと解釈できる。しかし

ながら、高齢者「外乱応答バランス能力」は第2の独立因子として抽出され、

かつ第1因子と相関を認めた。よって、高齢者のバランス能力の因子構造は

「静的バランス能力」、「動的バランス能力」、「外乱応答バランス能力」

であるといえる。 

 以上より、本研究は若年者と高齢者それぞれのバランス能力の因子構造は、

「静的バランス能力」、「動的バランス能力」、「外乱応答バランス能力」

であると結論づけた。 

 高齢者の転倒予防のためにバランス能力の加齢変化、すなわち、バランス

能力の因子構造の加齢変化を明らかにする必要がある。 
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第６節  要約  

 

本研究の目的は、若年者と高齢者におけるバランス能力の因子構

造を明らかにすることであった。対象は若年者 60名と地域在住の高

齢者 60名であり、重心動揺、片足立ち、functional reach 、timed up 

and go、歩行、 EquiTestの 6項目を実施した。バランステストに対す

る因子分析の結果、若年群と高齢群それぞれで「静的バランス能力」、

「動的バランス能力」、「外乱応答バランス能力」の 3因子を抽出した。

ただし、高齢群では「静的バランス能力＋外乱応答バランス能力」

を抽出した。  

高齢者の場合、バランス能力の因子構造である「静的バランス能力」、「動

的バランス能力」、「外乱応答バランス能力」が加齢によって個々の因子の

相関が高くなり、「静的バランス能力」と「外乱応答バランス能力」

の 2 因子が混在すると解釈した。  
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第５章  バランス能力の因子構造における加齢の特徴      

(研究課題 1-2) 

     

第１節  目的  

 

前章では若年者と高齢者を対象にバランス能力の因子構造を明ら

かにしたところ、若年者と高齢者に共通する「静的バランス能力」、

「動的バランス能力」、「外乱応答バランス能力」の存在が示された。

従来、バランス能力は静的バランス能力と動的バランス能力に分け

られていたが、新たな独立した外乱応答バランス能力の存在が示唆

された。しかしながら、高齢者では「静的バランス能力」と「外乱

応答バランス能力」の混在が示された。  

 転倒を予防するためには、バランス能力における加齢の影響を把握す

る必要がある。従来の研究で加齢によるバランステストの低下は報告され

ている。しかしながら、全体像であるバランス能力における加齢の特徴は不

明である。このためには、バランス能力の基本的な因子構造の同質性を仮定

して検証し、若年者と高齢者のバランス能力を特徴づける因子の相違を明ら
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かにする必要がある。換言すれば、前章でみられたように、バランス能力は

静的バランス能力、動的バランス能力、外乱応答バランス能力から構成され

ると仮定し、若年者あるいは高齢者のバランス能力の特徴を明らかにする必

要がある。 

 そこで、本研究では前章の結果をもとに、「バランス能力」は「静

的バランス能力」、「動的バランス能力」、「外乱応答バランス能力」

から構成されると仮定した構造モデルを用いて、バランス能力の因

子構造における加齢の特徴を明らかにする。  

 

第２節  対象者  

 

対象者は、研究課題 1－ 1 と同様であった。  

 

第３節  測定方法  

 

形態、バランス能力は、下記の測定方法を用いて実施した。  
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第１項  形態  

形態測定は前章と同様に、身長、体重、体脂肪率を実施した。  

第２項  バランステスト  

バランステストの項目は前章と同様に、重心動揺、片足立ち、

functional reach、 timed up and go、歩行、 EquiTest の 6 項目を

用いた。  

 

第３項  バランス能力の因子構造モデル  

バランス能力を測定する数多くのテストは、内在する静的バラン

ス能力、動的バランス能力、外乱応答バランス能力の 3 つの共通因

子に集約され、さらに上位の構成概念であるバランス能力に帰結す

る仮説に基づいて、２次の因子構造モデルを構成した  (図 5-1)。こ

のモデルは、あるバランステスト項目  (ｙ )は１次因子 (η )の静的バ

ランス能力、動的バランス能力、外乱応答バランス能力を説明する  

(λ )。同時に測定には必ず誤差と、そのテスト以外でも測定できる

可能性の双方がある (ε )。１次因子の静的バランス能力、動的バラ

ンス能力、外乱応答バランス能力は２次因子のバランス能力  (ξ ) 
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をそれぞれ説明し (γ )、同時にある１つのバランス能力はそれ以外

のバランス能力の影響を受けている可能性 (ζ )をもつと仮定した。

因子構造モデルに用いたテスト項目は、前章の因子分析の結果にも

とづいて行い、若年者と高齢者に共通して因子負荷量が 0.5 以上で

あるバランステスト、すなわち静的バランス能力は開眼および閉眼

の外周面積と EquiTest の課題条件 2、動的バランス能力は通常速度

歩行および最大速度歩行の歩行速度と timed up and go、外乱応答

バランス能力は後方外乱 (大 )と前方外乱 (中、大 )を選択した。  

モデルの評価は、適合度指標  (goodness-of-fit index: GFI)、修

正適合度指標  (adjusted goodness-of-fit index: AGFI)、比較適合

度指標  (comparative-fit index: CFI)、残差平均平方根  (root mean 

square error of approximation: RMSEA)、χ 2 値およびχ 2/df 比を

用いた。 GFI、AGFI、 CFI は変数の全分散のうちモデルにより説明さ

れる部分の割合を表し、 RMSEA はモデルで説明されなかった部分を

示す指標である。GFI および AGFI はいずれも 1 に近いほど適合率が

高いことを示し、 GFI は 0.9 以上、 AGFI は 0.8 以上であればモデル

はデータを十分に説明している。 RMSEA は小さいと適合がよく、一
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般的には 0.05 以下であれば許容される。χ 2 値およびχ 2/df 比は値

が小さいほどモデルへの適合度が高いことを示し、χ 2/df 比は 2 も

しくは 3 未満であると妥当性の高いモデルといえる。  

 

第４項  統計解析  

バランス能力の因子構造を明らかにするために、共分散構造分析

を行った。この時、最尤法による解を求めた。モデル採択は GFI お

よび AGFI、 CFI、 RMSEA、χ 2 値およびχ 2/df 比を基準にした。統計

処理は、 SPSS11.0、 Amos5.0 を用いて行い、すべてにおいて有意水

準は 5%未満とした。  
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第４節  結果  

 

第 1 項  バランス能力の共分散構造分析  

バランス能力の因子構造を明らかにするために、共分散構造分析

を行った。因子構造モデルは、前章の探索的因子分析の結果から、2

次因子である「バランス能力」は、 1 次因子である「静的バランス

能力」、「動的バランス能力」、「外乱応答バランス能力」の 3 つの下

位構造をもつと仮定した。若年群の場合、適合度指標は GFI=0.931、

AGFI=0.871、 CFI=1.000、 RMSEA=0.000、χ 2/df=0.872 を示した。い

ずれもモデル採択基準を満たした (図 5-2) 。バランス能力から 1 次

因子へのパス係数は、静的バランス能力に 0.21、動的バランス能力

に 0.24、外乱応答バランス能力に 0.76 を示した。1 次因子から観測

変数へのパス係数の絶対値は、 0.55 から 0.86 といずれも中等度か

ら高い値を示した。  

高齢者の場合も同様に、１次因子は「静的バランス能力」、「動的

バランス能力」、「外乱応答バランス能力」の 3 つの下位構造をもつ

と仮定した。その結果、適合度指標は GFI=0.923、 AGFI=0.843、
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CFI=0.984、 RMSEA＝ 0.042、χ 2/df =1.103 でいずれもモデル採択基

準を満たした (図 5-3) 。バランス能力から 1 次因子へのパス係数は、

静的バランス能力に 0.71、動的バランス能力に 0.28、外乱応答バラ

ンス能力に 0.43 を示した。1 次因子から観測変数へのパス係数の絶

対値は、 0.54 から 0.89 といずれも中等度以上と高かった。  
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第５節  考察  

 

 本研究において、高齢群と若年群のバランス能力は、いずれも静

的バランス能力、動的バランス能力、外乱応答バランス能力から構

成されることが明らかになった。また、若年者および高齢者におけるバ

ランス能力の特徴は、若年者で外乱応答バランス能力、高齢者で静的バラン

ス能力であった。 

高齢者と若年者でバランス能力を特徴づけるバランス能力に相違がみら

れた背景には、立位姿勢を安定させる感覚系の関与が考えられる。一般に、

立位姿勢を安定させるための感覚系として、視覚、体性感覚、前庭がある 

(Horak et al. 1989; Horak 1997) 。たとえば、Pyykko et al. (1988)によ

ると、6 歳から 88 歳を対象に立位姿勢に及ぼす振動刺激、圧感覚、視覚の

影響を調査した。その結果、60 歳以上の参加者では、開眼時に比べて閉眼

時の重心動揺が増大したが、下肢に振動刺激を加えても、重心動揺は変化し

なかった。逆に、若年者では開眼時と閉眼時の重心動揺の差は少なく、振動

刺激を加えると重心動揺は増大した。開眼時に比べて閉眼時の重心動揺が加

齢とともに増加することは報告されている (橋詰ら 1986; 古名ら 1995; 
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Sheldon 1963)。また、視覚流動を用いた研究でも高齢者は視覚に依存して

いることが明らかにされている（Wade et al. 1995）。 

本研究で静的バランス能力を反映する項目は、重心動揺における開眼およ

び閉眼の総軌跡長と外周面積である。先行研究の結果を踏まえると、本研究

の結果は立位姿勢を安定させるために関与する感覚系の特徴が、加齢によっ

て体性感覚から視覚に移行したことを伺わせる。 

静的バランス能力と比較して、動的バランス能力や外乱応答バランス能力

は体性感覚の機能が不可欠である。たとえば、歩行中の下肢の関節角度の変

化、外乱に対する素早い姿勢応答など体性感覚は立位姿勢の安定に用いられ

ている。しかし、静的バランス能力において体性感覚はそれほど用いられて

いない。たとえば、Fujiwara et al.（1999）は静的な立位姿勢中の体性感

覚である位置感覚を測定し、指示された足圧中心の位置と実際の足圧中心の

位置との誤差を評価した。その結果、通常の立位姿勢である足長の 50％付

近で絶対誤差が大きく、踵やつま先付近に足圧中心があると、絶対誤差が小

さいことを明らかにした。 

 一方、体性感覚の加齢による低下は、高齢者の動的バランス能力と外乱応

答バランス能力を低下させ、結果として高齢者の個人差は少なくなった。逆
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に、静的バランス能力では体性感覚の関与は相対的に少ないために、個人差

を大きく反映し、上位のバランス能力との関係は高くなったと言える。また、

視覚においても、若年者では視覚機能の優劣は少ないために、体性感覚が最

も関与する外乱応答バランス能力によって若年者のバランス能力は特徴づ

けられると考えられる。 

しかしながら、高齢者において動的バランス能力、外乱応答バランス能力

の重要性が低いことを意味するものではない。なぜならば、高齢者の自立生

活に影響を及ぼす転倒は、静的バランス能力よりも動的バランス能力あるい

は外乱応答バランス能力と関連する可能性があるからである (Podsiadlo & 

Richardson 1991; Shumway-Cook 2000)。 

これらの結果より、本研究の若年者と高齢者におけるバランス能力の相違

は、加齢による体性感覚機能の低下で姿勢を安定させるための感覚系の関与

が変化し、若年者で外乱応答バランス能力、高齢者で静的バランス能力に特

徴づけられたと示唆される。 

本研究における若年者の因子構造において、動的バランス能力は

外乱応答バランス能力と比較してバランス能力を反映しなかった。

動的バランス能力と外乱応答バランス能力はいずれも体性感覚の関
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与が考えられる。しかし、動的バランス能力を代表する歩行は末梢

からの体性感覚の情報が少なくても中枢指令によって遂行されるが、

外乱応答バランス能力では外乱時にみられる筋の伸展など体性感覚

の情報が不可欠である。このように、体性感覚は外乱応答バランス

能力の成否により関係している。  

 以上より、若年者と高齢者のバランス能力は、いずれも静的バラ

ンス能力、動的バランス能力、外乱応答バランス能力によって構成

される。若年者では外乱応答バランス能力によって、高齢者で静的

バランス能力によって特徴づけられることを示唆した。  
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第６節  要約  

 

本研究は、若年者と地域在住の高齢者を対象に多数のバランステ

ストを用いて、バランス能力の因子構造とその因子寄与に及ぼす加

齢の影響を明らかにした。対象は地域在住の若年者 60 名  (以下；若

年群 )と高齢者 60 名  (以下；高齢群 )であり、重心動揺、片足立ち、

functional reach 、 timed up and go、歩行、 EquiTest の 6 項目を

実施した。因子構造モデルは、バランス能力が静的バランス能力、

動的バランス能力、外乱応答バランス能力の３つの下位構造をもつ

と仮定した。共分散構造分析の結果、若年群と高齢群の適合度指標

はいずれもモデル採択基準を満たした。若年群の場合、「バランス能力」

からのパス係数は「静的バランス能力」に 0.21、「動的バランス能力」に

0.24、「外乱応答バランス能力」に 0.76 を示した。高齢者の場合、「バラン

ス能力」から１次因子へのパス係数は「静的バランス能力」に 0.71、「動的

バランス能力」に 0.28、「外乱応答バランス能力」に 0.43 を示した。 

以上より、バランス能力は静的バランス能力、動的バランス能力、外乱

応答バランス能力より構成されるが、その構造は加齢によって外乱応答バラ



 99 

ンス能力から静的バランス能力に変化する可能性を示唆した。 
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第６章 バランス能力の因子構造からみた運動介入の効果 (研究課題 2) 

 

第１節 目的 

 

前章では、若年者、高齢者ともにバランス能力は静的バランス能力、動

的バランス能力、外乱応答バランス能力で構成されることを確認し、若年者

では外乱応答バランス能力、高齢者では静的バランス能力によって特徴づけ

られることを示唆した。 

転倒を予防するためにバランス能力を改善させる運動介入が数多く行わ

れている。しかし、運動介入で用いられたバランステストは少数である 

(Lord et al. 1996; Campbell et al. 1997; Shumway-cook et al. 1997; Suzuki 

et al. 2004)。このために、先行研究で用いられたバランステストは静的バ

ランス能力のみ、あるいは動的バランス能力のみを評価するなどの偏りが

ある。転倒は躓きや滑りのような予測できない状況で生じることから、新た

に外乱に対するバランス能力を評価する必要がある (大渕ら 2004; 

Shimada et al. 2004)。しかしながら、現在のところ、バランス能力の因子

構造にもとづいたバランステストを用いて、介入効果を検証した報告はほと
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んど見当たらない。 

 一方、介入で用いられるバランス運動は太極拳 (Klein & Adams 2004; Li 

et al. 2005; 郭ら 2007)や、片足立ちや継ぎ足歩行などのバランスを要求

する動作課題 (Wolf et al. 1997; Shimada and Uchiyama 2003; Islam et al. 

2008)であり、バランスボール (中谷ら 2001)やフォーム (Hu & Woollacott  

1994)のように、不安定な環境、すなわち、外乱刺激を用いて立位姿勢を維

持する運動は少ない。外乱応答バランス能力を要求する運動は従来の運動よ

りも高齢者のバランス能力を改善させることが期待される。 

このように、バランス能力の因子構造にもとづくバランステストを用いて、

運動介入が高齢者のバランス能力に及ぼす影響を明らかにする必要

がある。加えて、バランス能力は筋力と関連すると報告されているが 

(Daubney & Gulhan 1999; 新井ら 2003; Hess & Wollacott 2005)、筋力の

向上がバランス能力の改善に関連するかは議論があり、本研究でもこの点

を検証する。 

以上より、本研究は無作為化比較試験法を用い、6 ヶ月間のバランス運動

介入が静的バランス能力、動的バランス能力、外乱応答バランス能力に及

ぼす影響を明らかにする。また、バランス運動による筋力の向上とバラン
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ス能力の改善の関連を明らかにする。 

 

第２節 対象者 

 

 対象者は、運動介入の研究参加の呼びかけに応じた地域在住の高齢女性

30 名であった。運動介入前の年齢および最大歩行速度をもとに無作為割付

けを行い、介入群(15 名)と対照群(15 名)に分けた。その内、家庭事情によ

って中断した者(3 名）、教室前後に実施したバランステストのデータに欠

損のある者（1 名）は本研究の対象から削除した。最終的に本研究の対象者

は 26 名であり、介入群 13 名と対照群 13 名であった (図 6-1)。なお、本研

究は筑波大学大学院人間総合科学研究科に設置された研究倫理委員会の承

認のもとに、研究目的、方法について説明し、同意を得た。 

 

第３節 測定方法 

 

第１項 介入内容 (図 6-2) 

介入群はバランス運動を週 1 回の頻度で 24 週間実施した。バランス運動
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は 60分間で構成され、主運動は 45分、主運動前後のストレッチや整理運動

は 15 分であった。本研究で用いたバランス運動の用具は、Gボール (レー

ドラプラスチック社製)、ソフトギムニク (レードラプラスチック社製）、

JPクッション (サンハーズ社製)であり、不安定な条件下で行った。Gボール

およびソフトギムニクは塩化ビニルで加工され、内部の空気圧によって弾

性を調節できる大小のボールであり、JPクッションは酢酸ビニル樹脂を加

工した網状構造の直方体クッション (縦 50.5cm×横 50.5cm×厚 10.5cm)で

ある。JPクッションの特性として、その素材と構造による弾性と不安定性

の外乱刺激を同時に加える特徴がある。Gボール、ソフトギムニク、JPクッ

ションを組み合わせることにより、弾性に加えて、不安定性による外乱を

誘発する運動が可能である。これら 3 種類の運動用具を用いて、音楽に合

わせて「歩く」、「弾む」、「踏み出す」といった全身的でリズミカルな運

動を 3段階に設定した。第 1段階では、JPクッション上で弾性と不安定性に

よる外乱刺激に対して、転倒時の踏み出し動作を中心として多様なステッ

プワークの習得を目指した。第 2 段階では、立位姿勢保持を行いながら、

「投球する」、「捕球する」、「弾ませる」といった、ソフトギムニクの不

規則な動きに対して身体を順応させる姿勢調節能力の習得を目指した。 
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第 3段階では、Ｇボールによる弾性感と浮游感を利用して、第 1 および第 2

段階よりもさらに強い外乱刺激に対する全身的なバランス運動の習得を目

指した。運動はすべて専門家の指導のもとで行い、運動負荷は参加者の達

成感や継続性を高めるために、定められた回数や時間をこなすことを避け、

音楽に合わせた一連の運動の習得を課題とした。 

 なお、介入群は運動前に血圧および脈拍を測定し、また問診にて健康状

態を確認した。対照群は、同期間中に月 1 回の軽いストレッチ運動を実施

した。 

 

第２項 形態測定 

形態は、第４章および第５章と同様に、身長、体重、体脂肪率を測定し

た。 

 

第３項 質問紙調査 

高齢者の生活機能を評価するために、老研式活動能力指標を用いた。老

研式活動指標は地域に在住する高齢者の生活機能を評価するために考案さ

れた指標であり、手段的自立、知的能動性、社会的役割の 3 つの下位の指標
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からなる 13 項目で構成されている（Koyano  et al. 1991）。各項目に対し

て「はい」に 1 点を、「いいえ」に 0 点を与え、合計得点（13 点満点）を算

出した。 

 

第４項 バランステスト 

本研究で用いたバランステストは第４章および第５章と同様に、

重心動揺、片足立ち、 functional reach、 timed up and go、歩行、

EquiTest の 6 項目であり、介入前後で実施した。  

 

第５項  筋力テスト  

筋力は、等速性に発揮した膝関節の屈曲力および伸展力、足関節

の背屈力および足底屈力を測定した。測定肢は利き足とし、ボール

を蹴る側の脚とした。対象者の姿勢は、 Cybex6000 のプロトコール

に準じて設定した。膝屈曲力および膝伸展力は、膝窩部が座面に接

し、背部が背もたれに接する座位とした。体幹部および大腿部を固

定し、裂隙の位置に回転軸を調節した。足背屈力および足底屈力は、

背部が背もたれに接し、膝 90°屈曲させた座位とした。大腿部を固
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定し、内果と外果を結んだ線にプレート中央が直交する位置に、回

転軸を一致させた。なお、測定中における両側上肢は、体幹前面で

交差させた。  

いずれの筋力測定も 60°/s および 180°/s の角速度で行った。膝

関節の屈曲および伸展は、連続して 3 往復ずつ計測した。同様のこ

とを足関節の背屈および底屈で行った。対象者は、いずれの場合も

最大努力で行うように指示した。試行間には、 90 秒の休憩時間をと

った。  

測定値は、各動作時におけるピークトルクを Nｍ単位で記録した。

測定に際し、それぞれ計測前に、 1 回の練習を行った。  

なお、分析にはすべて体重  (㎏ )で補正した値を用いた。  

 

第５項 分析および統計処理 

介入前の身体的特徴、バランステストおよび筋力テストについて、介入

群と対照群の相違を明らかにするために、対応のない t テストを行った。

介入効果を明らかにするために、介入後の変化量 (介入後と介入前の差)を

用いた一元配置 (介入群、対照群)の分散分析を行った (郭ら 2007) 。介
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入後の筋力とバランステストの関係を明らかにするために、Pearson の相

関係数を用いた。統計処理は SPSS16.0 を用いて行い、すべてにおいて有意

水準は５%未満とした。 

 

第４節 結果 

 

第１項 参加状況 

本研究の出席率は介入群で 80.6%、対照群で 66.7%であった。 

 

第２項 介入前における介入群と対照群の比較 

介入前における介入群および対照群の比較を表 6-1 に示した。介入群お

よび対照群は身体的特徴、バランステスト、等速性筋力、老研式活動能力

指標のすべての測定項目で相違はみられなかった。よって、介入群と対照

群の同質性が確認された。 

 

第３項 介入後の身体的特徴の変化 

介入群と対照群における介入後の身体的特徴の変化を表 6-2 に示す。介



 110 

入後の体重、体脂肪率に変化がみられなかった。 

 

第４項 介入後のバランステストの変化 

介入群と対照群における介入後のバランステストの変化を表 6-3 に示し

た。介入群の通常速度歩行の歩幅は介入後に 0.04±0.07m と増加し、対照

群の -0.02±0.07m よりも有意な改善がみられた(p=0.049) 。ただし、介

入後の通常速度歩行の速度は有意ではなかった。この他に介入後に有意な

変化を示したバランステスト項目はみられなかった。すなわち、介入効果

のみられたバランステストは通常速度歩行の歩幅のみであった。 

 

第５項 介入後の等速性筋力の変化 

介入群における膝屈曲 180°/s 時のピークトルクは対照群に比較して改

善傾向を示した (p=0.050)。その他の等速性筋力に介入効果はみられなか

った (表 6-4)。  

筋力とバランステストの相関関係を明らかにするために、介入群で改善

傾向を示した膝屈曲 180°/s ピークトルクの変化量と介入前のバランステ

ストの測定値および介入後のバランステストの変化量との相関係数をそれ
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ぞれ算出した。通常速度歩行の歩幅を含め、すべてのバランステストの成

績はいずれのピークトルクの変化量と有意な相関はみられなかった。 
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測定項目 単位 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 P値

年齢　 years 68.5 3.9 67.8 3.6 .641

収縮期血圧 mmHg 143.3 17.0 137.9 14.9 .400

拡張期血圧 mmHg 87.8 11.4 84.4 10.0 .419

心拍数 beats/min 78.0 12.6 75.5 9.7 .571

身長 cm 151.9 2.9 152.1 6.1 .912

体重 kg 50.8 6.6 53.5 7.9 .347

体脂肪率　 % 25.8 6.6 27.3 3.7 .486

老研式活動能力指標 points 12.7 0.6 12.6 1.4 .717

開眼総軌跡長 cm 44.4 11.4 45.2 13.4 .870

開眼動揺面積 cm
2 2.3 1.2 2.5 1.4 .681

閉眼総軌跡長 cm 60.9 17.6 68.0 20.1 .345

閉眼動揺面積 cm
2 2.9 1.3 3.9 1.6 .097

functional reach cm 40.0 2.2 39.0 5.5 .583

timed up and go　 s 8.8 1.1 9.0 1.2 .669

片足立ち s 54.6 13.5 55.5 11.0 .849

通常速度歩行-速度 m/s 1.5 0.2 1.6 0.2 .744

通常速度歩行-歩幅 m　 0.7 0.0 0.7 0.1 .283

通常速度歩行-歩行率 steps/min 157.4 16.0 148.3 14.9 .147

最大速度歩行-速度　 m/s 2.2 0.2 2.3 0.3 .394

最大速度歩行-歩幅 m　 0.8 0.1 0.8 0.1 .337

最大速度歩行-歩行率 steps/min 187.7 15.7 194.8 24.4 .389

SOT総合得点
1) points 75.7 4.4 75.5 4.1 .922

MCT平均潜時
2) ms 125.0 9.7 132.7 10.5 .064

屈曲60°ピークトルク Nm/㎏ 0.8 0.1 0.9 0.2 .739

屈曲180°ピークトルク　Nm/㎏ 0.6 0.2 0.6 0.1 .639

伸展60°ピークトルク Nm/㎏ 1.5 0.3 1.5 0.3 .164

伸展180°ピークトルク Nm/㎏ 0.9 0.2 0.9 0.2 .935

背屈60°ピークトルク Nm/㎏ 0.3 0.1 0.2 0.0 .695

背屈180°ピークトルク Nm/㎏ 0.1 0.0 0.2 0.0 .362

底屈60°ピークトルク Nm/㎏ 0.6 0.2 0.8 0.2 .458
底屈180°ピークトルク Nm/㎏ 0.4 0.1 0.4 0.1 .620

2)
MCT平均潜時：EquiTestを用い、前方または後方に起立台を水平移動させる4条件で行っ

た時の平均潜時。

 

　　介入群 (n=13) 　　対照群 (n=13)

1) 
SOT総合得点：EquiTestを用い、開眼あるいは閉眼、起立台または前景が前後に移動あ

るいは傾斜するなど組み合わせた6条件における重心動揺の合計得点。

表 6-1.介入前における形態、バランステスト、筋力の比較 
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表 6-3.介入前後の変化：バランステスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 介 化；

測定項目 単位 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 P値

開眼総軌跡長 cm 6.72 14.28 0.79 13.54 0.288

開眼動揺面積 cm
2

0.00 0.85 -0.09 1.80 0.867

閉眼総軌跡長 cm 7.12 22.14 -4.79 22.35 0.185

閉眼動揺面積 cm
2

-0.08 1.57 -0.52 1.46 0.473

functional reach cm 0.50 3.82 1.97 5.20 0.420

timed up and go　 s -0.68 1.08 -0.24 1.02 0.296

片足立ち s -4.96 17.16 -8.61 20.32 0.625

普通速度-速度 m/s 0.02 0.26 -0.07 0.20 0.368

普通速度-歩幅 m　 0.04 0.07 -0.02 0.07 0.049

普通速度-歩行率　 steps/min -13.09 21.33 -12.32 11.84 0.910

最大速度-速度　 m/s 0.08 0.14 0.13 0.23 0.520

最大速度-歩幅 m　 -0.01 0.04 -0.01 0.08 0.851

最大速度-歩行率 steps/min 8.88 23.39 6.46 31.62 0.826

SOT総合得点 points 1.96 5.01 2.52 5.11 0.780

MCT平均潜時 ms 1.62 5.17 0.15 7.34 0.563

2)
MCT平均潜時：EquiTestを用い、前方または後方に起立台を水平移動させる4条件で

行った時の平均潜時。

　　介入群
(n=13)

　　対照群
(n=13)

・数値は介入後から介入前の差を示す。
1) 

SOT総合得点：EquiTestを用い、開眼あるいは閉眼、起立台または前景が前後に移動
あるいは傾斜するなど組み合わせた6条件における重心動揺の合計得点。
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第５節 考察 

 

 本研究はバランス運動による介入がバランス能力に及ぼす影響を明らか

にするために無作為化比較試験を実施したところ、通常歩行の歩幅の改善

がみられた。通常歩行の歩幅の改善は、歩行中に支持脚を安定させることが

できたために遊脚を大きく振り出すことができた結果であると推察できる。

しかしながら、通常歩行の歩幅の改善は見られたが、通常歩行の速度の改善

にまで至らなかったことは歩容の改善が充分に達成したとはいい難い。運動

介入によって通常歩行の歩幅が改善する報告はあるので(Weerdesteyn et al 

2008; Silsupadol et al. 2009)、本研究は先行研究の結果を確認したこと

になる。本研究で改善された通常歩行の歩幅は新たな支持基底面上に立

位姿勢を安定させる動的バランス能力を反映するテストであることから、

本研究の運動介入は動的バランス能力を向上させたと言える。 

運動介入によって静的バランス能力 (Lord et al. 1995; Shumway-cook et 

al. 1997; Li et al. 2005)、動的バランス能力 (Shumway-cook et al. 1997; 

Wolf et al. 1997; Shigematsu et al. 2002)、外乱応答バランス能力 

(Binder et al. 1994; Wolf et al. 1997; 中谷ら 2001)はいずれも運動介
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入によって向上することが既に報告されている。しかしながら、運動介入

によっていずれのバランス能力が向上するかに関する研究は少ない (大渕

ら 2004; Shimada et al. 2004; 島田と内山 2001)。静的バランス能力と動

的バランス能力の介入効果を比較すると、動的バランス能力は向上するが、

静的バランス能力は向上しない報告がある (Seidler & Martin 1997; 中谷

ら 2001)。動的バランス能力と外乱応答バランス能力の介入効果を比較す

ると、動的バランス能力は向上するが、外乱応答バランス能力は向上しな 

い報告がある (島田と内山 2001; Shimada et al. 2003)。このように、バ

ランス能力の下位構造である静的バランス能力、動的バランス能力、外乱

応答バランス能力を比較した場合、運動介入によって動的バランス能力が

最も向上すると言えるだろう。本研究では静的バランス能力、動的バラン

ス能力、外乱応答バランス能力を反映するバランステストを用いてバラン

ス運動の介入効果を検証し、先行研究と同様に動的バランス能力の改善を

確認した。 

動的バランス能力の改善の背景に、体性感覚機能の向上が示唆されてい

る。Xu et al. (2004)によると、太極拳などのバランス運動を行っている高

齢者の体性感覚機能は水泳やジョギングを行っている者あるいは身体活動
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を活発に行っていない者よりも優れていることを明らかにした。立位姿勢の

安定には視覚、体性感覚、前庭の感覚情報をもとに中枢神経系で命令し、適

切な筋活動、あるいは関節運動を生じる。前章で述べたように、高齢者は視

覚に依存するが、バランス運動による体性感覚の向上は、より立位姿勢の

安定に寄与する点で重要である。 

 本研究では動的バランス能力の改善がみられたが、静的バランス能力と外

乱応答バランス能力の改善を示さなかった。静的バランス能力は運動介入に

よって改善しない報告もある（Seidler & Martin 1997; 中谷ら 2001）。本

研究の対象者は地域在住高齢者の中でも老研式活動能力指標で評価したよ

うに高い生活機能を有する集団であった。また、多数の地域在住の女性高齢

者(n=140）を対象にした今岡ら (1997)の報告 (65-75歳未満）と本研究の

運動介入群の静的バランステストの成績を比較したところ、開眼の外周面積

は3.1cm2 対 2.3cm2、閉眼の外周面積は4.2cm2 対 2.9cm2 と、いずれも本研

究の運動介入群の静的バランス能力が優れている傾向を示した。このために、

本研究の対象者の静的バランス能力は既に高い水準にあったため、静的バラ

ンス能力の改善が見られなかったと推察される。一方、運動介入による外乱

応答バランス能力は改善しない報告と改善する報告があり、一致はしていな
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い。島田と内山 (2001)は施設利用者を対象に片足立ち・継ぎ足歩行等を用

いた運動介入を行ない、対象者の背中を押すことによる反応で評価した外乱

応答バランス能力は改善しなかったと報告している。一方、大渕ら (2004)

やShimada et al.(2004)は虚弱高齢者を対象に転倒刺激付きトレッドミルを

用いた運動介入を行い、前脛骨筋の反応潜時で評価した外乱応答バランス

能力は改善したと報告している。このように相反する報告は、対象者のバラ

ンス能力水準や外乱刺激の強さに問題があると言わざるを得ない。しかしな

がら、対象者のバランス能力水準や外乱刺激の強さを比較した研究がないの

で、今後、検討を要する。 

 本研究は運動介入によって等速性膝屈曲力が向上する傾向を示したが、介

入前の等速性膝屈曲力といずれのバランステストの成績との相関は有意で

はなかった。また介入後のいずれのバランステストの変化量と等速性膝屈

曲力の間でも有意な相関はみられなかった。従来の報告では、介入前の筋

力とバランス能力、介入後の筋力の増加とバランス能力の向上がいずれも

関連することが示されている(新井ら 2003; Shimada & Uchiyama 2003)。一

方、介入前の筋力とバランス能力の関連はなく、介入後も筋力とバランス

能力は関連しない報告もある (Wolfson et al. 1996; Chandler et al.  
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1998)。このように、バランス能力の改善の背景に筋力関与の有無が議論さ

れているが、本研究の結果は筋力の関与を否定している。すなわち、本研究

の動的バランス能力の改善に筋力向上による影響は少ないと推察した。 

 本研究ではバランス運動を頑張らないで、楽しく行うことを念頭におき、

参加者の達成感や継続性を高め、高い出席率と脱落者の減少を期待した。

今回の出席率は介入群で 80.6%であり、地域在住の高齢者を対象にした他

の介入研究の 71-79%とする先行研究 (Lord et al. 1995; 1996; Shigematsu 

et al. 2002; Li et al. 2005; 郭ら 2007)と同程度であった。また脱落率

においても 15.3%に対して 10-36%とする先行研究 (Campbell et al. 1997; 

Lord et al. 1995; Li et al. 2005)とほぼ同程度であり、継続性の高い運

動であった。 
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第６節  要約  

 

本研究は運動介入が地域在住の高齢者の静的バランス能力、動的

バランス能力、外乱応答バランス能力に及ぼす影響を無作為化比

較試験で検証した。対象は高齢女性 26 名であり、年齢および歩行

速度の成績をもとに介入群 (n=13)と対照群 (n=13)に無作為に分類

し、介入群はバランス運動を週 1 回、対照群はストレッチ運動を月

1回の頻度で 24週間実施した。バランス能力は静的バランス能力を

重心動揺と片足立ち、動的バランス能力を functional reach、 timed 

up and go、歩行、外乱応答バランス能力を EquiTestで評価した。

介入前における介入群および対照群はすべてのバランステストお

よび等速性最大筋力で相違がなかった。 24 週間の運動介入の結果、

介入群で通常速度歩行の歩幅のみが改善した。改善した通常速度歩

行の歩幅は膝関節の屈曲･伸展時、あるいは足関節の背屈･底屈時の筋力と

有意な相関を認めなかった。バランス運動を用いた運動介入は動的バラン

ス能力を改善させるが、静的バランス能力や外乱応答バランス能力の改善

にはつながらない。また動的バランス能力の改善は筋力向上の影響は少な
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いと言える。 
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第７章 総括と将来の課題 

 

第１節 総括 

 

本研究は、地域在住の女性高齢者の転倒による要介護を予防するために、

高齢者のバランス能力を包括的に評価するだけではなく、若年者と高齢者の

バランス能力の相違から加齢に伴うバランス能力の低下の特徴を明らかに

すること、さらに運動介入によるバランス能力の改善を明らかにするために

実施した。 

 設定した研究課題の結果から、若年者と高齢者に共通するバランス能力の

因子構造を明らかにすることができ、同時にバランス能力の因子構造に及ぼ

す加齢の影響を明らかにした、さらに、バランス運動による介入がバランス

能力の改善効果も明らかにすることができた。よって、本研究のバランス能

力の因子構造に基づいた評価は、有効であると結論した。 

 

 主な知見は以下の通りである。 

（１） 本研究で用いたバランステストである重心動揺、片足立ち、
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functional reach、 timed up and go、歩行、EquiTest のうち、

重心動揺が最も加齢による低下を示す。 

（２） バランス能力は若年者、高齢者ともに重心動揺で評価される

静的バランス能力、timed up and go や歩行で評価される動的バラ

ンス能力、EquiTest で評価される外乱応答バランス能力から構成

される。 

（３） バランス能力は若年者では外乱応答バランス能力、高齢者で

は静的バランス能力によって特徴づけられる。 

（４） 高齢者を対象とした運動介入で改善するバランス能力は、動

的バランス能力である。 
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第２節 研究の限界 

 

本研究がもたらした知見には、いくつかの研究上の限界のもとに成立した

ことを明記しなければならない。 

第１に、本研究はバランス能力の構成概念を実証するために、Gentile の

運動課題の考えに基づいてバランステストを選択した。しかし、バランス能

力を評価するために、筋電図を用いて下肢筋の同時収縮で評価する、また、

予測姿勢制御を用いて評価するなど、異なるアプローチがあるが、これらを

含めていない限界がある。 

第２に、人数による限界がある。本研究の標本数は若年者および高齢者を

それぞれ 60 名に設定したが、因子分析を用いる集団の標本数としては充分

ではない。 

第３に、対象者の限界がある。本研究のほとんどの対象者は健康で活動的

な高齢者であるために、高齢者全体からみれば偏りのある集団であり、且つ、

平均年齢は 69 歳と前期高齢者に位置づけられ、75 歳以上の後期高齢者は含

んでいない。また、本研究では女性のみを対象としたが、男性を含めていな

い。同時に、本研究のバランス能力の因子構造が障害を有する高齢者や介助
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が必要な高齢者に適応できるか、限界があると言わざるを得ない。 

第４に、採用したバランステストの種類による限界がある。本研究は先行

研究で信頼性と妥当性が検証され、高齢者が転倒や転倒の恐怖心を伴わない

で完遂できるバランステストである、重心動揺、片足立ち、functional reach、 

timed up and go、歩行、EquiTest を選択した。また設定した研究課題は、

対象者として協力頂いた高齢者の疲労をできるだけ軽減するために、測定時

間が長くならないように配慮したが、形態およびバランステストの測定を終

えるのに対象者 1 人あたり 2 時間以上が必要であった。このために、すべて

のバランステストは用いていない。 
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第３節 将来の課題 

  

本研究の対象は前期高齢者に限られているために、第１の課題は 75 歳以

上の後期高齢者や介助を要する高齢者を含めて研究を実施する。また、性別

では女性のみを対象にしているために、第２の課題としては男性を含めた対

象者で因子構造や性差を確認する必要がある。このように、幅広い生活機能

を有する男女でバランス能力の因子構造を明らかにすることにより、加齢に

関連する共通の因子を明らかにすることが期待される。第３の課題として、

動的バランス能力の優劣と転倒の関連を前向き研究で追及していくことが

残されている。 
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